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 はじめに                        

１ 目的 

地震等の大規模な自然災害や事故等により、多数の傷病者が発生し、県に医療救護対策

室を設置する場合、発災後の急性期から亜急性期（地域の医療機関の診療機能が復旧し、

引き継ぐことができる状態）までの間は、熊本県地域防災計画（一般災害対策編、地震津

波災害対策編）に定める「医療救護活動」による対応を行うこととされております。 

今般、平成 28年熊本地震の経験を活かし、災害時の医療救護活動を迅速かつ円滑に行う

ため、標準的な活動マニュアルを学識者、関係団体と共同で策定しました。 

今後、医療従事者（医療チーム、関係団体）及び行政職員が本マニュアルを共有し、災

害時には、本マニュアルに基づき、活動を行うこととします。 

 

２ 本マニュアルと他のマニュアルとの関係 

大規模災害においては、多数傷病者への対応等の医療救護活動や保健・衛生等の公衆衛

生活動が必要となります。 

本マニュアルは、災害発生直後の急性期から亜急性期までの間、医療チーム等によって

実施される医療救護活動の指針となるものです。 

保健・衛生等の公衆衛生活動については、「災害時保健活動マニュアル」（県健康福祉

部作成）等がその指針となります。 

また、避難所の運営等については、各市町村が作成する「避難所運営マニュアル」及び

「福祉避難所運営マニュアル」がその指針となります。 
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３ 災害医療提供体制図 

 

 

 

４ 医療救護の推移 

 

 

熊本県災害対策本部（県庁）

医療救護対策室（室長＝健康福祉部長）

地方災害対策本部（地域振興局・保健所）

医療救護現地対策室
（室長＝保健所長）

地域災害医療コーディネーター

報告
支援
要請

支援連携

県災害医療コーディネーター

ドクターヘリ
調整部

県内関係団体
県医師会、県精神科協会、県歯科医師会 、県薬
剤師会、県看護協会、県柔道整復師会、日赤県
支部、熊本大学医学部附属病院、県臨床検査技
師会、県放射線技師会、県栄養士会、県災害リ
ハビリテーション推進協議会、県赤十字血液セン
ター 等

県外関係団体
日本医師会、日本赤十字社、国立病院機構、地
域医療機能推進機構、全日本病院協会、日本精
神科病院協会 日本歯科医師会、日本薬剤師会、
日本看護協会、日本産科婦人科学会、日本小児
科学会、日本集団災害医学会、全国自治体病院
協議会、大規模災害リハビリテーション支援関連
団体協議会 等

医療救護調整本部

連携
情報共有

消防

自衛隊

警察

海保

航
空
運
用
調
整
班

避難所避難所 避難所 避難所避難所

連携
情報共有

地域災害医療サポートチーム
郡市医師会、郡市歯科医師会、県看護協会支部、
地区薬剤師会、二次救急病院 等

連携
情報共有

地域災害医療対策会議

DMAT活動拠点本部

DMAT県調整本部
DPAT県調整本部

災害拠点病院
連携

情報共有

厚生労働省
現地対策本部

連携
情報共有

コーディネーター連絡会議

DPAT活動拠点本部

医療機関 医療機関 市町村 市町村

連携
情報共有

連携
情報共有

医療機関

連携
情報共有

連携
情報共有

連携
情報共有

助言

助言

発災

救命救急 避難所等での診療支援 在宅者の保健、医療

ＤＭＡＴ

病院支援

全国知事会

日本医師会（JMAT）

日本赤十字社 他

保健所、市町村、医療/社会福祉関係機関

（地域支援拠点、体制の再構築 等）

地域の医療機関
地元医師会

医療チーム 避難所・救護所、
巡回診療 等

診療再開

平時へ

ＤPＡＴ

医療救護
対策室設置

活動終了
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５ 標準的災害対応フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：熊本県地域防災計画案（平成30年度修正）

標準的災害対応フロー（個別フロー）

＜災害予防＞ ＜初動対応＞《発災》

県医療救護調整本

部の設置

災害医療情報の

収集・提供

医療救護対策室の

設置

医療救護に関する

各種活動調整・応

援要請・派遣

ＤＭＡＴ・ＤＰＡ

Ｔ県調整本部の設

置

地方災害対策本部

への医療救護現地

対策室の設置

医療施設ライフ

ラインの優先復旧

要請

傷病者の搬送・収

容

活動調整

↑応援要請↓派遣

食品衛生の確保

保健師・管理栄養

士等の応援要請・

派遣

医療施設の安全性

の確保

災害時における医

療救護体制の整備
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＜応急対応＞ ＜復旧・復興＞

急性期医療から急

性期以降への医療

体制の移行

精神科救護所の設

置

初期の巡回診療等

心のケア

安定期の巡回訪

問・相談等心のケ

ア

搬送要請

検病調査班の調査

健康管理活動の

実施

生活衛生の確保

被災動物の収容・保

護

検病調査班の編成
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６ 用語解説 

 

【あ】 
 
アセスメント 

得られた情報から物事を客観的に評価することであり、災害時においては、主に避難所ま
たは医療機関等の被害状況、被災者の生活環境、医療ニーズ及び医療資源の調査等を行うこ
とに用いる。 

 

【い】 
 

医療救護活動  

被災者に対する医療活動で、救護所、避難所、病院、診療所等で実施される。また、避難
所での医療活動や巡回診療、医療活動に付随して必要な医薬品の供給輸送なども医療救護活
動に含む。 

 

医療チーム 

災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）、全国知事会救護班、日赤救護班、医師会救護班、日本
医師会災害医療チーム（ＪＭＡＴ）、災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）、歯科医療救護
班、その他の医療救護班、災害医療を行う全ての医療チームを指し、災害支援薬剤師、災害
支援ナース等も含む。 

 

【き】 
 

基幹災害拠点病院 

  地域災害拠点病院の機能、県全域の災害拠点病院の機能を強化するための訓練・研修機能
を有する病院であり、県が災害時の医療体制を確保するため指定した病院のこと。熊本県は
熊本赤十字病院を指定。 

 

救護所 

多数の負傷者が一度に発生した場合等に、これらの負傷者に対応するため、市町村が開設
するもの。 

 

【く】 
 

熊本県医療救護対策室（医療救護対策室）／熊本県医療救護現地対策室（現地対策室） 

医療救護対策室は、県災害対策本部内に設置され、災害時に医療救護に関する情報共有や
活動方針等を調整する。医療救護現地対策室は、県地方災害対策本部内に設置され、災害時
に医療救護に関する情報共有や活動方針等を調整する。 

 

熊本県災害対策本部（県災対本部）／熊本県地方災害対策本部（地方本部） 

熊本県が、災害が発生または発生することが予測される場合に設置する災害対策全般を統
括する本部。本部は、知事を本部長として熊本県庁行政棟新館１０階防災センターに置き、
地方災害対策本部は、各地域振興局に置く。消防機関、海上保安庁、警察及び自衛隊等と連
携しながら県内における救援・救護活動の総合調整を行う。 

 

熊本県地域防災計画 

災害対策基本法第 40条に基づき、知事が熊本県防災会議に諮り、防災のために必要な予
防、応急対策及び復旧について定めた計画である。災害の種類ごとに、一般災害対策編、地
震・津波対策編で構成している。 
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熊本ＤＭＡＴ 

国の主催する日本ＤＭＡＴ研修を修了したチームで、本県の病院に所属するチームをいう。
日本ＤＭＡＴ研修を修了したチームは全国レベルでの医療救護活動を前提としている。自然
災害や交通災害等が発生した場合に、熊本ＤＭＡＴ運営要綱に定める出動基準に基づき、県
は熊本ＤＭＡＴの派遣を要請することができる。 

 

熊本ＤＭＡＴ指定病院 

ＤＭＡＴを保有し、ＤＭＡＴ派遣に関する本県からの協力依頼を受諾した病院のこと（15
施設を指定している（平成３０年２月現在））。 

 

【け】  
 

県災害医療コーディネーター 

災害時に県庁に出務し、県全体の医療チームの配置調整や傷病者の受入先の調整等を行う
医師のこと。 

 

【こ】  
 

広域医療搬送 

国が各機関の協力の下、自衛隊機等の航空機を用いて対象患者を被災地内の航空搬送拠点
から被災地外の航空搬送拠点まで航空搬送する医療搬送をいう。また、広域医療搬送は、被
災地域及び被災地域外の民間や自衛隊の空港等に航空搬送拠点を設置して行う。 

 

航空搬送拠点 

広域医療搬送を実施するため、適用となる患者を被災地域内の各災害拠点病院等から参集
させるための中継拠点。拠点には航空搬送拠点臨時医療施設（ＳＣＵ）が設置され、広域医
療搬送に備えて患者の安定化処置等が実施される。また、被災県の支援に入る他県のＤＭＡ
Ｔ等の参集拠点ともなる。 

 

航空搬送拠点臨時医療施設  ⇒【Ｓ】 ＳＣＵ 

 

厚生労働省ＤＭＡＴ事務局 

平時にはＤＭＡＴの養成や運用方法等の検討を行いながらＤＭＡＴの体制整備を行い、ま
た、災害時においては、全国レベルでのＤＭＡＴ活動の総合調整を行う。また、被災地域内
で活動するＤＭＡＴの運用について県医療救護調整本部と連携するほか、必要に応じて、Ｄ
ＭＡＴ県調整本部の支援に入る。 

 

【さ】 
 

災害処方箋 

救護所や避難所等で医療チームなどが使用する処方箋であり、救護所や避難所等での円滑
な調剤業務の確保を行う。 

 

災害診療記録 

救護所や避難所等で医療チームなどが使用する診療記録であり、患者本人に交付し携行さ
せることで、災害時の診療履歴を患者本人が管理できる。また、医療チームが替わっても、
患者本人が別の避難所等に移動しても、携行している災害時診療記録で診療履歴を把握する
ことができる。 

 

災害時小児周産期リエゾン 

災害時に災害医療コーディネーターの総合的な指示のもと、小児・周産期医療に関する調
整を行う医師のこと。 



   

0-8 

 

災害薬事コーディネーター 

災害時に災害医療コーディネーターの総合的な指示のもと、医薬品等の供給や薬剤師班の
派遣等の調整を行う薬剤師のこと。 

 

【せ】 
 

全国知事会救護班 

全国知事会は、災害時に、被災県からの要請に基づき、都道府県ごとに編成される都道府
県救護班を派遣し、都道府県救護班は、避難所等での診療、健康管理活動などを行う。 

 

【ち】 

 

地域医療搬送 

被災地内外を問わず、都道府県、市町村及び病院が、各防災関係機関の協力を得て、ヘリ
コプター、救急車等により患者を搬送する医療搬送（県境を越えるものも含む）であって、
広域医療搬送以外のものをいう。また、災害現場から被災地域内の医療機関への搬送、被災
地域内の医療機関から近隣地域への搬送、被災地域内の医療機関からＳＣＵへの搬送及び被
災地域外のＳＣＵから医療機関への搬送を含む。 

 

地域災害医療コーディネーター 

災害時に保健所等に出務し、保健所管轄区域内の医療チームの配置調整や傷病者の受入先
の調整等を行う医師のこと。 

 

地域災害サポートチーム 

災害時に保健所が開催する地域災害医療対策会議に参加し、医療救護活動の情報を共有し、
各所属団体等における医療救護活動を行なう地域の医療関係者のこと。 

 

地域災害拠点病院 

地域災害拠点病院とは、災害時に多発する重篤救急患者の救命医療を行うための高度の診
療機能、被災地からの一時的な重症傷病者の受入れ機能、ＤＭＡＴ等の受入れ・派遣機能、
傷病者等の受入れ及び搬出を行う広域搬送への対応機能、地域の医療機関への応急用資機材
の貸出し機能を有し、県が指定した病院のこと。熊本県は１３病院を指定（平成３０年２月
現在）。 

 

【と】 
 

統括ＤＭＡＴ 

厚生労働省が実施する統括ＤＭＡＴ研修を修了し、厚生労働省に登録されたＤＭＡＴ隊員
（医師）で、平時にはＤＭＡＴに関する研修・訓練及び県の災害医療体制に関する助言を行
い、災害時においては、各ＤＭＡＴ本部の責任者として活動する資格を有する者。 

 

ドクターヘリ 

救急医療用ヘリコプターを用いた救急医療の確保に関する特別措置法（平成１９年６月２
７日法律第１０３号）に基づき、厚生労働省のドクターヘリ導入促進事業により都道府県等
の救急医療政策の一環として運用されている医師及び看護師又は救急救命士を搭乗させたヘ
リコプターであり、災害時には、災害時のドクターヘリ運航要領等に基づき、必要に応じて
ＤＭＡＴの活動支援に活用することができる。熊本県では、熊本赤十字病院に配備。 
 

 

トリアージ／トリアージタッグ 

トリアージは、災害時に多くの患者が発生したとき、その中から早期に治療を要する重症
患者を発見し、早期に適切な治療を行うことで、より多くの人命を救うために実施する判定
で、トリアージタッグを用いて行う。 
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救護所や病院などの受入時点では多くの患者に対応できる、START方式を実施する。収容
先で二次的なトリアージを行う場合は、生理学的かつ解剖学的評価を行う PAT法など適宜必
要な方法で実施する。 

 

【に】 
 

日赤救護班 

日本赤十字社は、災害時に、発災直後から都道府県支部ごとに編成される日赤救護班を派
遣し、日赤救護班は、救護所の設置、避難所等での診療、こころのケア活動などを行う。 

 

日本ＤＭＡＴ 

厚生労働省が実施する日本ＤＭＡＴ研修を修了したチームで、医師、看護師、業務調整員
（医師、看護師以外の医療職及び事務職員）で構成されており、大規模災害や多数の傷病者
が発生した事故などの急性期に活動できる機動性を持ち、専門的な訓練を受けた医療チーム。
本県の病院に所属するものは「熊本ＤＭＡＴ」という。 

 

【ひ】 
 

避難所 

災害時に生活基盤を喪失又は帰宅が困難となった住民が一時的に生活する場所が避難所
であり、原則として市町村が設置・運営する。 

 

避難所アセスメントシート 

避難所のライフラインの状況、生活環境及び衛生状態、アクセス方法及び各種の医療ニー
ズを評価して記載するためのシート。本マニュアルでは、避難所調査は市町村が行うが、市
町村が被災等により実施できない場合等は、医療チームに依頼をするよう記載。 

 

【ろ】 
 

ロジスティクス 

ＤＭＡＴの活動に関わる通信、移動手段、医薬品、生活手段等の確保、活動に必要な連絡、
調整、情報収集等。ＤＭＡＴの一員としてのロジスティック担当者（調整員）及びＤＭＡＴ
ロジスティックチームがロジスティクスを担う。 

 

【Ｄ】 
 

ＤＭＡＴ（ディーマット） 

災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）とは、Disaster Medical Assistance Teamの略で、大地
震及び航空機・列車事故といった大規模災害の急性期に、被災地に迅速に駆けつけ、救急治
療を行う専門的な訓練を受けたチームのこと。 

 

ＤＰＡＴ（ディーパット） 

災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）とは、Disaster Psychiatric Assistance Teamの略
で、自然災害や犯罪事件、航空機事故等の集団災害が発生した場合に、被災地域で精神科医
療の提供や精神保健活動の支援等を行う専門的な研修・訓練を受けたチームのこと。 

 

【Ｅ】  

 

ＥＭＩＳ（イーミス） 

広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）とは、Emergency Medical Information System
の略で、災害時の迅速かつ適切な医療救護活動を支援するため、医療機関の被害情報や患者
受入れ情報をはじめ、診察状況など災害医療に関する情報を収集・提供し、行政や医療関係
機関等と共有するシステムのこと。 



   

0-10 

 

 

【Ｊ】 
 

ＪＭＡＴ（ジェイマット） 

日本医師会は、災害時に、被災地の医師会からの要請に基づき、都道府県医師会ごとに編
成されるＪＭＡＴ（日本医師会災害医療チーム）を派遣し、ＪＭＡＴは、避難所等での診療、
健康管理活動などを行う。 

 

【Ｍ】 
 

ＭＡＴＴＳ（マッツ） 

Medical Air Transport Tracking Systemの略。ＥＭＩＳのメニューのひとつである広域
医療搬送患者管理システムのことであり、被災地内から搬送される広域医療搬送対象患者の
情報を管理するシステム。最終的にどの病院に運ばれたかも追跡可能である。各機関及びＤ
ＭＡＴの活動拠点から閲覧可能となっている。 

 

【Ｐ】 
 

ＰＡＴ法（パットほう) 

トリアージの方法の一つで、Physiological and Anatomical Triageの略。医療機関が治
療に際して二次的なトリアージを行う場合に、START方式で区分された重症患者等を、さら
に生理学的かつ解剖学的評価による詳細な状態観察でトリアージする手法の一つ。 

 

【Ｓ】 
 

ＳＣＵ（エスシーユー） 

航空搬送拠点臨時医療施設（ＳＣＵ）とは、Staging Care Unitの略で、大規模災害時の
航空機による広域医療搬送や地域医療搬送に際し、患者の症状の安定化や搬送を行う救護所
として、被災地域及び被災地域外の空港や自衛隊基地などに設置される施設のこと。 

 

ＳＴＡＲＴ法（スタートほう） 

トリアージの方法の一つで、Simple Triage and Rapid Treatmentの略。救助者に対し傷
病者の数が特に多い場合に対し、判定基準を出来るだけ客観的かつ簡素にした判定方法であ
る。あくまでも重症、中等症、軽症、死亡または救命の見込みなしのいずれかへ区分するも
のであり、詳細な状態観察とトリアージが搬送先で継続されることを前提としている。  
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＜マニュアル 1＞ 県医療救護対策室の運営                        

１ 設置及び運営体制 

（１）設置の基準 

ア 県医療救護対策室（以下「医療救護対策室」という。）は、県災害対策本部（以

下「県災対本部」という。）が設置された場合は自動的に設置され、医療救護活動

を開始します。ただし、県健康福祉部長が、必要と認める場合は、県災対本部の設

置を待たずに医療救護対策室を設置します 

イ 県災対本部の設置基準は以下のとおりです。 

・県内で震度６弱以上の地震が発生した場合（自動設置）。 

・県内に特別警報（ただし、地震動に関する特別警報を除く。）が発表された場合

（自動設置）。 

・災害が発生し、又は災害の発生が予想され、その規模及び範囲からして本部を設

置し、応急対策を必要とするとき。 

・前記のほか、激甚災害で、特に応急対策を実施する必要があるとき。 

 

 

 

（２）医療救護対策室の体制と連絡方法 

ア 医療救護対策室の組織体制は下図のとおりとします。 

 

   

      

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

室長 
（健康福祉部長） 

救護統括責任者 
（医療政策課長） 

県災害医療コーディネーター 

［県医療救護調整本部］ 

┗ 統括ＤＭＡＴ 

［ＤＭＡＴ熊本県調整本部］ 

┗ ＤＰＡＴ統括者 

［ＤＰＡＴ熊本県調整本部］ 

┗ 災害薬事コーディネーター 

┗ 災害時小児周産期リエゾン 

┗ 各専門分野の医療救護担当者 

・各所属の執務室にて庁内外からの支援要請に必要な情

報の収集によるﾆｰｽﾞとﾘｿｰｽの把握 

・収集した情報を書面により企画班へ伝達 

・クロノロ作成、EMIS 管理・代行入力 

・企画班が企画･立案した対策をもとに、救護統括責任

者が災害医療コーディネーター、統括 DMAT、DPAT

統括者、関係団体の意見を聞き、対策を決定 

・室長の意思決定が必要と判断した場合は意見具申 

① 企画班 
(班長：医療連携班長) 

・県災対本部との連絡調整 

・通信、記録班の情報を分析、評価（見える化） 

・分析結果等をもとに対策を企画・立案 

・決定された対策を受援側に伝達 

② 情報収集１班 
(班長：企画・医師確保班長)  

③ 情報収集２班 
(班長：総務・医事班長) 

④ 記録班 
(班長：看護班長) 

・各所属の執務室にて庁内外からの医療機関の被害情報

や診療継続の可否等の把握 

・収集した情報を書面により企画班へ伝達 

【連絡先】 

熊本県災害対策本部 電話：096-333-2141 

熊本県医療政策課  電話：096-333-2246、FAX：096-385-1754 
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室長：健康福祉部長  

※健康福祉部医監、健康局長、子ども・障がい福祉局長は室長を補佐する。 

救護統括責任者：医療政策課長 

本部各班員：医療政策課、障がい者支援課、薬務衛生課及び健康づくり推進課の職員 

県災害医療コーディネーター：あらかじめ県が派遣協定を締結した医療機関に所属する 

医師 

統括ＤＭＡＴ：ＤＭＡＴ熊本県調整本部責任者（県災害医療コーディネーターとの兼務可能） 

ＤＰＡＴ統括者：ＤＰＡＴ熊本県調整本部責任者 

   災害薬事コーディネーター：あらかじめ県が派遣協定を締結した県薬剤師会に所属する

薬剤師 

      災害時小児周産期リエゾン：あらかじめ県が派遣協定を締結した医療機関に所属する医

師 

各専門分野の医療救護担当者：各専門分野の団体から配置される者 

 

イ 医療救護対策室は、県医療救護現地対策室（以下「現地対策室」という。）のほ

か、県災対本部や災害拠点病院との連絡調整を行いますが、その基本的な連絡ルー

トは次の図のとおりとします。ただし、現場の必要に応じて柔軟に対応します。 

 

 

 

ウ 情報の収集は、ＥＭＩＳ、電話、衛星携帯電話、防災行政無線、電子メールなど

あらゆる手段をもって行いますが、指示や要請などの情報を伝達するときは、可能

な限りファックス等の紙媒体に残せる手段を使用します。ファックス等が使えない

場合は、防災行政無線や衛星携帯電話等で連絡し、正確に聴き取ります。 

（３）各班の役割分担 

  救護統括責任者  

ア 企画班が企画・立案した対策をもとに、災害医療コーディネーター、統括 DMAT、

DPAT 統括者、関係団体の意見を聞き、対策を決定します。 

イ 室長の意思決定が必要と判断した場合は意見具申を行い、対策を決定します。 

  ① 企画班  

ア ＥＭＩＳ、電話や衛星携帯電話、防災行政無線、ファックス、インターネット等

の情報通信手段の確保と維持に関する用務を行います。 

県医療救護 

対策室 

（県庁） 

県医療救護 
現地対策室 
（保健所） 

市町村災害対策本部 

地域災害拠点病院 

基幹災害拠点病院、地域災害拠点病院 

県災害対策 

本部 

（県庁） 
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イ 記録班からの情報を分析、評価し、緊急度やカテゴリーで分類するなどして、見

える化を図ります。 

ウ 各種情報やＥＭＩＳでの医療機関の状況を踏まえ、県災害医療コーディネーター

やＤＭＡＴ熊本県調整本部、ＤＰＡＴ熊本県調整本部、関係団体の連絡調整員等と

ともに、県内の医療救護活動全体の対策の立案を行います。 

エ 患者の地域医療搬送や広域医療搬送の要請、搬送手段の調整などの支援対応を行

います。 

オ 県内外の医療チームや医療関係団体等への要請と受入れの調整を行います。 

カ 調整内容は文書で書き残し、一覧表に整理するなど、情報の管理と共有に努めま

す。 

キ 決定された対策等を関係機関に指示または要請します。 

  ② 情報収集１班  

ア 各所属の執務室にて現地対策室や災害拠点病院等を通じた支援要請の情報等を収

集するとともに、企画班に伝達します。伝達は書面で行うことを基本とし、また情

報を本部内で共有できるようにします。 

（現地対策室の情報の例） 

支援要請（医療スタッフ、医薬品等、輸血用血液製剤、備品、患者搬送、搬送

手段など）  

※医薬品等：医薬品（一般用医薬品を含む）、医療機器及び歯科用品等 

（災害拠点病院等の情報の例） 

支援要請（医療スタッフ、医薬品等、輸血用血液製剤、備品、患者搬送、受入、

搬送手段など） 

  ③ 情報収集２班  

ア 各所属の執務室にて現地対策室や災害拠点病院等を通じた医療機関や薬局の被災

状況、診療継続の可否、医薬品等や輸血用血液製剤の流通状況等を収集するととも

に、企画班に伝達します。伝達は書面で行うことを基本とし、また情報を本部内で

共有できるようにします。 

（現地対策室の情報の例） 

管内の医療機関や薬局の状況、医療救護活動の状況など 

（災害拠点病院等の情報の例） 

医療救護活動の状況（スタッフ・空床数等の院内状況）など 
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イ 支援要請の情報については、情報収集１班に伝達します。 

  ④ 記録班  

ア 情報収集班が収集した情報を整理してクロノロジーに記載します。 

イ 災害拠点病院等から共通様式１または共通様式２によりＥＭＩＳへの代行入力の

要請があった場合、その様式に記載されている情報をＥＭＩＳに代行入力します。 

（４）県災害医療コーディネーターの役割 

ア 医療救護対策室の情報を把握し、適切な医療救護活動の継続に向けて、活動全体

の総合調整を行います。 

イ 県災害医療コーディネーターはあらかじめ県が派遣協定を締結した医療機関に所

属する医師とし、その医師が統括ＤＭＡＴである場合は、ＤＭＡＴ熊本県調整本部

長を兼ねることができるものとします。 

ウ 県災害医療コーディネーターと各専門分野における医療救護担当者は、次のとお

り連携を図ります。 

① 医療従事者の派遣要請関係（ＤＭＡＴ、ＤＰＡＴ除く） 

     医療政策課、健康づくり推進課、薬務衛生課、障がい者支援課は、協定締結団

体や関係団体と連携し、県災害医療コーディネーターの指示のもと、災害時に医

療従事者の派遣要請に関する調整業務を行います。 

協定締結団体：県医師会、県歯科医師会、県薬剤師会、県看護協会、県柔道整

復師会 

県内関係団体：日本赤十字社県支部、熊本大学医学部附属病院、県精神科協会、

県臨床検査技師会、県放射線技師会、県栄養士会、県災害リハ

ビリテーション推進協議会、県赤十字血液センター 等 

県外関係団体：日本医師会、日本赤十字社、国立病院機構、地域医療機能推進

機構、全日本病院協会、日本精神科病院協会、日本歯科医師会、

日本薬剤師会、日本看護協会、日本産科婦人科学会、日本小児

科学会、日本集団災害医学会、全国自治体病院協議会 等 

② 小児・周産期関係 

     災害時小児周産期リエゾンは、県災害医療コーディネーターの指示のもと、医

療政策課と連携して、小児・周産期医療に関する調整業務を行います。 

   ③ 医薬品関係 
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災害薬事コーディネーター（医療救護対策室担当）は、県災害医療コーディネ

ーターの指示のもと、薬務衛生課と連携して、県下の医薬品等の供給及び薬剤師

の受入れについての調整を行います。 

（５）県医療救護調整本部の役割 

ア 県内の協定締結団体、関係団体、県外からの関係団体により構成される医療チー

ムの指揮及び調整を行います。 

イ 関係機関・団体間の連携、情報共有及び医療救護に係る課題解決に向けた調整を

行うため、医療救護活動関係者の連絡会議（災害医療コーディネーター連絡会議）

を開催します。 

（６）ＤＭＡＴ熊本県調整本部の役割 

ア 熊本県災害派遣医療チーム（熊本ＤＭＡＴ）運営要綱に基づき、県内で活動する

ＤＭＡＴ及びＤＭＡＴ本部の指揮及び調整を行います。 

イ ＤＭＡＴ熊本県調整本部には、厚生労働省ＤＭＡＴ事務局、他の統括ＤＭＡＴま

たはＤＭＡＴロジスティックチームが支援に入ります。 

（７）ＤＰＡＴ熊本県調整本部の役割 

ア ＤＰＡＴ活動要領に基づき、県内で活動するすべてのＤＰＡＴの指揮・調整とロ

ジスティクスを行います。 

イ ＤＰＡＴ熊本県調整本部には、厚生労働省ＤＰＡＴ事務局、他のＤＰＡＴ統括者

が支援に入ります。 

 

２ 医療救護活動についての情報収集と伝達 

（１）情報収集と対応 

ア 企画班は、医療救護対策室を設置後直ちに、医療機関の災害時入力に備え、ＥＭ

ＩＳを災害モードに切り替え、各医療機関の院内状況の把握を行います。 

イ 情報収集班は、現地対策室及び災害拠点病院から医療救護に関する情報をＥＭＩ

Ｓまたは共通様式３（医療救護活動状況報告）等により収集し、企画班に伝達しま

す。 

＜情報の項目＞ 

 (ｱ) 救護所、二次救急病院の開設状況、医療スタッフ等の充足状況、人員・医療資

源の充足状況等 
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 (ｲ) 災害拠点病院の活動の状況、職員の参集、空床数、手術機能、ライフライン、

医薬品等の在庫等 

(ｳ) 現地対策室の活動状況(参集職員、ライフライン等) 

ウ 情報収集班は、厚生労働省（医政局地域医療計画課など）、他の都道府県の災害

医療担当部署、日本赤十字社、県災対本部（全国の情報は総務省消防庁応急対策室

または内閣府に設置される政府災害対策本部）、医薬品卸業者、熊本県赤十字血液

センター(以下「血液センター」という。)等から、必要な情報を収集し、企画班に

伝達します。 

＜情報の項目＞ 

 (ｱ) 県内の被災状況（道路などの医療機関・広域医療搬送拠点へのアクセス、ライ

フラインの被災と復旧の見通しなど医療救護活動に必要な情報） 

 (ｲ) 県外の被災状況（近隣県の被災状況、高速道路など県外からのアクセス状況、

医療支援の見通し等） 

エ 企画班は、収集、伝達された情報を分析、評価した結果をもとに、対策を立案し、

統括責任者の決定により実施します。その内容は、現地対策室、災害拠点病院、県

災対本部等の関係機関に伝達し、情報を共有します。 

オ 上記ア～エを繰り返し、常に最新の情報に更新します。 

カ 現地対策室、災害拠点病院からの支援要請については、企画班は県内の被災状況

や医療救護活動の状況を踏まえ、速やかに対応を決定し、その内容を要請元の現地

対策室等に伝達します。 

（２）国への情報伝達 

ア 国が主体的判断により、迅速、的確に支援の準備を行うことができるよう、企画

班は、全般的な医療救護活動状況のほか、特に活動の困難な点を、直接、または災

害対策本部等の担当窓口部署を通じて早期に伝達します。 

 (ｱ) 県災対本部を通じて、総務省消防庁応急対策室に伝達します。ただし、内閣府

に非常災害対策本部または緊急災害対策本部が設置された場合は当該対策本部に

伝達します。 

 (ｲ) 医療救護対策室から、厚生労働省（医政局地域医療計画課など）、日本赤十字

社熊本県支部に伝達します。 

イ 伝達する情報は、主として以下の通りとします。 

(ｱ) 医療救護活動全般の報告（市町村別の被災者数･不足医師数･医療救護施設数･

派遣応援班数） 
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(ｲ) 医療救護活動に困難を来している市町村とその理由 

(ｳ) 医療救護活動に困難を来している二次救急病院･災害拠点病院とその理由 

（３）広報 

ア 医療救護体制に関する広報が必要になった場合は、企画班がマスコミ等を通じて

広報を行います。 

イ マスコミからの取材については、救護統括責任者または各班の責任者等が対応し

ます。 

３ 支援要請への対応 

（１）対応の流れ 

ア 企画班は、情報収集班が収集した情報をもとに分析を行います。 

イ 企画班は、医療従事者等の派遣要請と応諾の調整（ＥＭＩＳまたは共通様式４）

を行いますが、災害拠点病院だけでは対応できない場合は、協定締結団体や関係団

体に応援を要請します（ＥＭＩＳまたは共通様式７）。また、医薬品及び輸血用血

液に関することについては、必要な要請を熊本県医薬品卸業協会、血液センター等

に対して行います。 

ウ 上記イで対応しきれないと判断した場合は、国、他の都道府県、日本赤十字社等

の県外の関係団体に、企画班が直接、または県災対本部を通じて支援を要請します。 

エ 企画班は、支援の要請先から応諾の回答を取り付けます。 

オ 企画班は、支援の要請先から応諾の回答が得られない場合は、イ～ウを繰り返し

ます。応諾の回答を得るまで時間を要する場合、支援要請元の現地対策室に状況を

適宜連絡します。 

カ 企画班は、支援の要請先から応諾が得られた場合は、支援要請元の現地対策室に

対しその旨を伝達します。 

（２）重症患者の搬送要請への対応 

（基本的な対応） 

ア 情報収集１班は、現地対策室からＥＭＩＳまたは共通様式５によって重症患者の

受入要請を受理した場合、企画班に伝達します。 

イ 企画班は、直ちにＤＭＡＴ熊本県調整本部が策定する地域医療搬送計画や、災害

拠点病院等の空床情報をもとに、適切な受入病院を選択します。 
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ウ 企画班は、受入病院に順次収容を依頼します。応諾の回答を得るまでは依頼を繰

り返します。応諾の回答を得るまで時間を要する場合、要請元の現地対策室に状況

を適宜連絡します。 

エ 企画班は、収容依頼先から応諾の回答を得た場合は、その内容を要請元の現地対

策室に伝達します。 

（搬送手段の調達が必要な場合） 

オ 企画班は、重症患者の搬送に必要な搬送手段の確保の要請があった場合は、県災

対本部に自動車又はヘリコプターによる搬送手段の確保を要請します。 

キ 搬送手段が確保できたら受入病院の情報と併せて要請元に伝達します。 

（県内の医療救護体制では対応が不可能と判断される場合） 

ク 次の場合には、企画班は、国、他の都道府県に対して収容要請を行います。 

(ｱ) 医療救護対象者数が想定以上となり、県内の医療救護体制では対応できないと

判断した場合 

(ｲ) 被災地域や県内の病院・診療所では治療、収容することができない容態である

と判断した場合 

(ｳ) 被災地域や県内の病院・診療所自体に大きな被害を生じた場合など不測の事態

の発生により、県内の医療救護体制では対応できないと判断した場合 

ケ 上記クの場合、企画班は、国が策定する広域医療搬送計画を受けて、医療機関や

消防機関等の協力を得て各災害拠点病院等から航空搬送拠点への傷病者搬送を実施

します。 

（３）医薬品等の供給要請への対応 

ア 医療救護対策室（情報収集１班の薬務担当）は、現地対策室又は災害拠点病院か

ら医薬品等供給要請（様式 13-1）を受けたときは、協定を締結する医薬品等卸業団

体、県の備蓄、国または他の都道府県等の順に、医薬品等の供給要請を行います。 

イ 医薬品等の供給について要請先の応諾を得たら、応諾内容を要請元に連絡します

（様式 14-1）。 

ウ 要請元が指定場所まで医薬品等を受け取りに行くことが難しい場合は、必要に応

じて輸送手段の調整を行います。 

⇒＜マニュアル１３＞医薬品等及び輸血用血液の供給 

（４）輸血用血液製剤の供給要請への対応 
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ア 医療救護対策室（情報収集１班の薬務担当）は、災害時に陸路を使った通常の供

給が不可能または著しく困難な場合、または血液センターによる輸血用血液製剤の

輸送が困難な場合は、その輸送手段（ヘリコプターを含む）を確保します。 

イ 医療救護対策室（情報収集１班の薬務担当）は、血液センターから輸血用血液製

剤の供給状況について報告を受けます。 

⇒＜マニュアル１３＞医薬品等及び輸血用血液の供給 

（５）その他医療活動に必要な物資等の要請への対応 

ア 医療救護対策室（企画班）では対応できない電気、ガス、水道等の供給要請につ

いては、県災対本部に供給の調整を要請します。 

イ 医療救護活動に必要な物資等を供給する機関が、物資等を被災地域に輸送するこ

とが困難なときは、県災対本部に輸送手段（ヘリコプターを含む）の確保を要請し

ます。 

４ 医療支援の受入調整 

（１）ＤＭＡＴ熊本県調整本部の設置運営 

ア 医療救護対策室は、熊本県災害派遣医療チーム（熊本ＤＭＡＴ）運営要綱に基づ

き、県内の統括ＤＭＡＴの意見を聴いて、県内の被災状況に応じて、熊本ＤＭＡＴ

指定病院に対して熊本ＤＭＡＴの派遣を要請します。 

イ 医療救護対策室は、日本ＤＭＡＴ活動要領に基づき、県内の統括ＤＭＡＴの意見

を聴いて、他の都道府県または厚生労働省（ＤＭＡＴ事務局）に対して県外ＤＭＡ

Ｔの派遣を要請します。 

ウ ＤＭＡＴの派遣の要請を行った場合は、ＤＭＡＴ熊本県調整本部を設置し、県内

で活動するＤＭＡＴの指揮及び調整を行います。 

エ ＤＭＡＴ熊本県調整本部長（統括ＤＭＡＴ）は、医療救護対策室の県災害医療コ

ーディネーターと協議し、ＤＭＡＴの派遣先を決定します。 

（２）ＤＰＡＴ熊本県調整本部の設置運営 

ア 医療救護対策室は、熊本県災害派遣精神医療チーム運営要綱に基づき、県内のＤ

ＰＡＴ統括の意見を聴いて、県内の被災状況に応じて、熊本県精神科協会の協力の

もと、熊本ＤＰＡＴ登録機関に対してＤＰＡＴの派遣を要請します。 
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イ 医療救護対策室は、災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）活動要領に基づき、県

内のＤＰＡＴ統括者の意見を聴いて、他の都道府県または厚生労働省（ＤＰＡＴ事

務局）に対してＤＰＡＴの派遣を要請します。 

イ ＤＰＡＴの派遣の要請を行った場合は、ＤＰＡＴ熊本県調整本部を設置し、県内

で活動するＤＰＡＴの指揮及び調整を行います。 

ウ ＤＰＡＴ熊本県調整本部長（ＤＰＡＴ統括者）は、医療救護対策室の県災害医療

コーディネーターと協議し、その出動先を決定します。 

（３）熊本県ＳＣＵ本部の設置運営 

ア 医療救護対策室は、航空搬送拠点臨時医療施設（ＳＣＵ）の展開に必要な資機材

を準備し、熊本市内又は熊本市近隣の災害拠点病院と協力し航空搬送拠点臨時医療

施設を阿蘇くまもと空港内に立ち上げ、ＤＭＡＴ・ＳＣＵ本部と連携して熊本県Ｓ

ＣＵ本部を運営します。 

イ 広域医療搬送については、「マニュアル６ 広域医療搬送」により実施します。 

⇒＜マニュアル６＞広域医療搬送 

（４）協定締結団体に対する医療支援の要請及び受入れの調整 

ア 医療救護対策室は、現地対策室からの情報や支援要請に基づき、協定締結団体※

１に支援の要請を行います（共通様式７）。また、現地対策室からの要請がない場

合で、医療救護対策室が必要と認めたときは、協定締結団体と協議し、支援の要請

を行います。 

※ 県医師会、県歯科医師会、県薬剤師会、県看護協会、県柔道整復師会 等 

イ 要請を受けた団体は、速やかに支援チームを編成し、医療救護対策室が県災害医

療コーディネーターと協議のうえ決定した派遣先に、これを派遣します。 

（５）県外から派遣される医療チーム（ＤＭＡＴを除く） 

ア 県外から派遣される医療チームの派遣先は、現地対策室からの情報や支援要請に

基づき、医療救護対策室が、県災害医療コーディネーターや関係団体と協議のうえ

決定します。 

イ 県外からの医療支援は、厚生労働省の総合的な調整、全国知事会を通じた調整、

関係団体本部を通じた調整のほか、九州・山口９県による災害時応援協定（福岡県、

佐賀県、長崎県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県、山口県及び熊本県）に基づ

き、支援の調整が行われます。 
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（６）医薬品等の物的支援 

ア ３（３）アの国または他の都道府県に医薬品等の供給を要請する場合は、必要と

する医薬品等の品名及び数量を指定して支援要請を行います。 

イ 県外から供給される医薬品等は、医薬品等集積所に入庫し仕分けを行ったのち、

医薬品等供給拠点や医薬品等が不足する医療救護施設等に輸送します。なお、供給

先は、現地対策室からの情報や支援要請に基づき、医療救護対策室が、医療救護対

策室の災害薬事コーディネーターと協議のうえ、供給先を決定します。 

 

 ＜共通様式＞医療救護対策室、現地対策室、市町村、医療機関等の連絡に使用する様式 

共通様式１ 発災直後情報（代行入力依頼書） 

共通様式２ 詳細情報（代行入力依頼書） 

共通様式３ 医療救護活動状況報告 

共通様式４ 医療従事者等派遣要請書・医療従事者等派遣応諾連絡書 

共通様式５ 
重症患者等受入要請書兼受入応諾連絡書 

（付表）患者詳細情報 

共通様式６ 物資等供給要請書兼応諾連絡書 

共通様式７ 医療従事者等派遣要請書・医療従事者等派遣応諾書 
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共通様式１ 

 

１　医療機関機能情報（該当項目を○で囲ってください。）

２　その他（上記以外で支援が必要な理由があれば記入してください。）

※ ＥＭＩＳに入力できない場合は、この様式に記入し、医療救護対策室または医療救護現地対
策室に報告してください。（医療救護対策室または医療救護現地対策室で代行入力）

第　　　号整理番号

受信者

不足 充足

 ライフライン・サプライ状況

（代替手段でのご使用時は、供給「無」または「不足」を選択してください。）

 多数患者の受診

 職員の不足

不足 充足

不足 充足

有 無

 医療ガスの不足

 医薬品・衛生資機材の不足

無

無 有

無 有

発災直後情報

（EMIS緊急時入力：代行入力依頼書）

 入院病棟の倒壊、または倒壊のおそれ

 電気の通常の供給

 水の通常の供給

送 信 先

発 信 元

日　　時

メールアドレス

　　　　　　　年　　　月　　　日　　　　　時　　　　分

電話番号 ＦＡＸ番号

担当医療機関名

有
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共通様式２－１ 

 

詳細情報

１　施設の倒壊、または倒壊のおそれ（該当項目を○で囲ってください。）

２　ライフライン・サプライ状況（該当項目を○で囲ってください。）

３　医療機関の機能（該当項目を○で囲ってください。）

第 報

半日・1日・２日以上

不足している医薬品（具体的に不足している医薬品を記入してください。）

医薬品の
使用状況

枯渇
備蓄で
対応中

通常の供給
残り(備蓄で対
応中の場合)

無配管破損の有無

食糧の
使用状況

枯渇
備蓄で
対応中

手術可否 不可 可 人工透析可否 不可 可

通常の供給
残り(備蓄で対
応中の場合)

半日・1日・２日以上

正常

枯渇
供給の

見込無し
供給の

見込有り

残り(貯水･給水
対応中の場合)

半日・1日・２日以上

残り(供給の見
込無しの場合)

半日・1日・２日以上

水道の
使用状況

医療ガスの
使用状況

枯渇
貯水･給水
対応中

井戸
使用中

有

有

有

残り(発電機使
用中の場合)

半日・1日・２日以上

無

その他（上記以外に倒壊、または破損のおそれのある施設の状況を記入してください。）

有 無 手術室

電気の
使用状況

停電中
発電機
使用中

正常

無入院病棟

一般外来

（EMIS詳細入力：代行入力依頼書）

有

発 信 元

日　　時

送 信 先

医療機関名

無

担当

ＦＡＸ番号

　　　　　　　年　　　月　　　日　　　　　時　　　　分

電話番号

救急外来
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共通様式２－２ 

 

４　現在の患者状況(数値を記入)

床

人 人

人 人

５　今後、転院が必要な患者数(数値を記入)

人 人

人 人 人 人

６　今後、受け入れ可能な患者数(数値を記入)

人

人 人

人 人 人 人

７　外来受付状況及び外来受付時間

８　職員数

人 人 人 人

人 人）

人 人）

人 人）

９　その他（アクセス状況等、特記事項を記入してください。）

※ ＥＭＩＳに入力できない場合は、この様式に記入し、医療救護対策室または医療救護現地対策室に
報告してください。（医療救護対策室または医療救護現地対策室で代行入力）

整理番号

受信者

第　　　　号

（内、DMAT隊員数

（内、DMAT隊員数

（内、DMAT隊員数その他出勤人数

出勤看護師数

出勤医師数

出勤職員数

医師総数
ＤＭＡＴ
医師数

ＤＭＡＴ
看護師数

時間帯 １ 時　　　　分　　～　　　　時　　　　分

時間帯 ２ 時　　　　分　　～　　　　時　　　　分

時間帯 ３ 時　　　　分　　～　　　　時　　　　分

外来受付状況 受付不可 救急のみ 下記の通り受付

酸素 担送 護送人工呼吸

人工呼吸

重症度別患者数 重症（赤）

酸素

災害時の診療能力（災害時の受け入れ重症患者数）

中等症（黄）

重症度別患者数 重症（赤） 中等症（黄）

発災後受け入れた患者数

在院患者数

実働病床数

発信元 医療機関名

重症（赤）

重症（赤）

中等症（黄）

中等症（黄）

業務調整
員数

護送担送
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年 月 日 時 分

１　報告対象期間

時間帯

月 日

２　受入負傷者数（１　の時間帯に受け入れた患者の人数）

３　医療従事者状況（現在活動中の人数）

４　傷病者の受け入れ可能数（概数で可）

５　その他（特記する事項があれば記入してください。）

第 号

医療救護活動状況報告

チェック

□

□

□

0:00　～　4:00

4:00　～　8:00

8:00　～　12:00

□

日　　時 平成

送 信 先

発 信 元 医療機関名 担当

備考（処置完了状況等を記入）区分 人数

□

□

12:00　～　16:00

16:00　～　20:00

20:00　～　24:00

累積死亡者数
（治療待ち又は
　治療中に死亡）

受信者

赤

黄

緑

人

人

人

人黒 受入時点で黒と判断した人数

歯科医師 薬剤師 その他医療職員医師 看護師

中等症者重症者

事務職員

整理番号

軽症者

共通様式３ 
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共通様式４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■機関区分（区分の枠に番号を記入すること）

①救護所　②二次救急病院　③災害拠点病院　④市町村本部　⑤医療救護現地対策室　⑥医療救護対策室　⑦その他

参集場所 備考

医師 歯科医師 薬剤師

月　　日　　時　　分

担当者

月　　日　　時　　分

月　　日　　時　　分

担当者

月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分

担当者

区分 機関名 区分 機関名

担当者

医療従事者等派遣 要請書

機関名 区分 機関名

担当者

月　　日　　時　　分

区分

月　　日　　時　　分

担当者担当者

担当者

その他
医療職

事務職員

活動場所
必要人員

医療従事者等派遣 応諾連絡書

市町村派遣人員
派遣場所

医師 歯科医師 薬剤師 看護師

看護師
その他
医療職

事務職員

医療救護現地対策室派遣人員
派遣場所

医師 歯科医師 薬剤師 看護師
その他
医療職

事務職員

派遣期間 移動手段 医療従事者所属機関

月　　日～ 月　　日

薬剤師 看護師
その他
医療職

事務職員

派遣期間 移動手段 医療従事者所属機関

月　　日～ 月　　日

医療救護対策室派遣人員
派遣場所

医師 歯科医師

派遣期間 移動手段 医療従事者所属機関

月　　日～ 月　　日

要請 要請 要請

連絡 連絡 連絡
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共通様式５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■機関区分（区分の枠に番号を記入すること）

①救護所　②二次救急病院　③災害拠点病院　④市町村本部　⑤医療救護現地対策室　⑥医療救護対策室　⑦その他

搬送手段の有無 備考

※患者詳細情報（付表）あり

重症患者等受入要請書　兼　応諾連絡書

月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分

担当者 担当者 担当者 担当者

機関名 区分

月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分

機関名 区分 機関名 区分 機関名 区分

担当者 担当者 担当者 担当者

応諾機関記載項目要請元記載項目

年齢 性別
受け入れ先
医療機関

調整
機関
区分

tag.
no.

氏　　　名
症　状

（トリアージ区分も記載）

要請 要請 要請

連絡 連絡 連絡



  【マニュアル１】県医療救護対策室の運営 

1-18 

 

付表（共通様式５） 

 

年 月 日 時 分

患者情報

氏名 年齢 性別

住所

特記事項

（搬送・治療上特に留意すべき事項）

挫創 打撲 痛み 出血

体幹の鋭的損傷

フレイルチェスト

骨盤骨折

頭蓋骨骨折

四肢の轢断

四肢の麻痺

精神疾患 有・無 診断名

□

□

患者詳細情報
（重症患者等受入要請書に添付）

二ヵ所以上の長管骨骨折

15％以上の熱傷、気道熱傷

□

□

□

□

□

□ □ □ □

トリアージ
結果

赤タグ（重症）□ □

トリアージ
実施日
時　刻

□

黄タグ（中等症）

傷病名

分時日月

tag.no.

送信先

発信元

日時

医療機関名
電話担当
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共通様式６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■機関区分（区分の枠に番号を記入すること）

①救護所　②二次救急病院　③災害拠点病院　④市町村本部　⑤医療救護現地対策室　⑥医療救護対策室　⑦その他

受渡し場所 備考

供給物資等要請物資等

備考
⑥県医療

本部

担当者

⑤県医療
支部

④市町村備考

担当者 担当者 担当者

数量規格等品　　名

機関名 区分

月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分

機関名 区分 機関名 区分 機関名 区分

物資等供給要請書　兼　応諾連絡書

月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分

担当者 担当者 担当者 担当者

要請 要請 要請

連絡 連絡 連絡
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共通様式７ 

  

参集場所 備考

熊本県医療救護対策室　　あて

FAX：096－333－2246

e-mail：iryoseisaku@pref.kumamoto.lg.jp

※派遣チームの構成については、医師○名、看護師○名、薬剤師○名、事務職○名など、派遣チームの職種内訳を記載。

その他連絡事項

連絡先
あり
・

なし

あり
・

なし

あり
・

なし
リーダー

月　　日～　　月　　日

連絡先

あり
・

なし
リーダー

月　　日～　　月　　日

あり
・

なし

あり
・

なし
リーダー

月　　日～　　月　　日

連絡先

あり
・

なし

あり
・

なし

連絡先
あり
・

なし

あり
・

なし

月　　日～　　月　　日

リーダー

月　　日～　　月　　日

連絡先

リーダー

派遣協力可能期間 派遣チームの構成（分野・人数）

（連絡先） Tel Fax e-mail

移動手段

要請
内容

月　 日　 時　 分

担当者

機関・
団体名

活動内容

チーム数

派遣希望
日数

医療従事者等派遣　要請書

食料・飲料水
の準備

宿泊先確保
（寝袋含む）

（機関・団体名） （担当者名）

月　 日　 時　 分

熊本県医療救護対策室

医療従事者等派遣　応諾書

担当者

月　　日～　月　　日
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 ＜マニュアル２＞ 県医療救護現地対策室の運営                          

１ 設置及び運営体制 

（１）設置の基準 

ア 県医療救護現地対策室（以下「現地対策室」という。）は、地方災害対策本部（以

下「地方本部」という。）が設置された場合は保健所内等に自動的に設置されるこ

とになります（この時点では医療救護対策室は設置されています。）が、医療救護

対策室（室長：県健康福祉部長）が設置された場合は、保健所所長は、地方本部の

設置を待たずに、被災地域の現地対策室を同時に設置します。設置したときは、所

属の地域振興局長に速やかにその旨を報告します。また、県健康福祉部長が必要と

認めた時は、保健所長に設置を命ずることができます。 

イ 地方本部の設置基準は以下のとおり。 

・管内で震度６弱以上の地震が発生した場合（自動設置） 

・管内で大津波警報が発表された場合（自動設置） 

・県災対本部が設置を指示した場合 

・管内に大規模な災害が発生し又は発生するおそれがあり、地域振興局長又は熊本

土木事務所長が地方本部を構成する地方機関の長と設置について協議し、設置が

必要とされた場合 

 

（２）現地対策室の体制と連絡方法 

ア 現地対策室の組織体制は下図のとおりとしますが、組織体制は状況に応じて、柔

軟に再編することができるものとします。 

 

  

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

室長 

② 情報収集班 

③ 記録班 

・庁内外からの情報の収集によるﾆｰｽﾞとﾘｿｰｽの把握 

・収集した情報を書面により企画班、記録班へ伝達 

・EMIS 管理 

・クロノロ作成 

・企画班が企画･立案した対策をもとに、室長、副室長が地域災害医療コーディ

ネーター、地域災害医療サポートチームの意見を聞き、対策を決定 

・医療救護対策室長の意思決定が必要と判断した場合は意見具申 

① 企画班 

・医療救護対策室との連絡調整 

・情報収集班、記録班の情報を分析、評価し、見える化 

・分析結果等をもとに対策を企画・立案 

・決定された対策を受援側に伝達 

・地域災害医療対策会議の開催 

地域災害医療コーディネーター 

┗ 統括ＤＭＡＴ 

［ＤＭＡＴ活動拠点本部］ 

┗ ＤＰＡＴ統括者 

［ＤＰＡＴ活動拠点本部］ 

┗ 災害薬事コーディネーター 

┗ 地域災害医療サポートチーム 
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室長：県保健所長 

 ※保健所次長は室長を補佐する。 

各班員：県保健所の職員 

地域災害医療コーディネーター：あらかじめ県が派遣協定を締結する医療機関所属 

の医師 

災害薬事コーディネーター：あらかじめ県が派遣協定を締結した県薬剤師会に所属する

薬剤師 

地域災害医療サポートチームの連絡調整員：地域災害医療サポートチーム団体から配置 

される者 

  イ 熊本市保健所は、市保健医療対策班として、熊本市災害対策本部の体制で業務に

あたりますが、急性期の医療救護活動においては、県が主体となり医療救護の調整

（コーディネート）を行います。また、市保健医療対策班は、医療救護対策室との

情報共有を行うため、連絡調整要員を医療救護対策室へ派遣します。 

ウ 熊本市を含む各保健所長及び災害医療担当者は、県（医療政策課）が開催する医

療救護に関する情報連絡会議に出席します。 

（３）各班の役割 

  ① 企画班  

ア 地方本部、医療救護対策室等の情報収集と、関係部署への情報の伝達を行います。

伝達は書面で行うことを基本とし、また情報を保健所管内で共有できるようにしま

す。 

イ 情報収集班からの情報やＥＭＩＳでの医療機関の状況などを踏まえ、保健所管内

の医療救護活動全体の調整を行います。 

ウ 患者の地域医療搬送や広域医療搬送の要請、搬送手段の調整などの支援対応を行

います。 

エ 県内外の医療チームや関係団体等への要請と受入れ調整を行います。 

オ 調整内容は文書で書き残し、一覧表に整理するなど、情報の管理と共有に努めま

す。 

カ 地域災害医療対策会議を開催し、地域災害医療サポートチーム等の関係者と情報

共有します。 

  ② 情報収集班  
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ア ＥＭＩＳ、電話や衛星携帯電話、防災行政無線、ファックス、インターネット等

の情報通信手段の確保と維持に関する用務を行います。 

イ 災害拠点病院をはじめとする医療機関（以下「災害拠点病院等」という。）から

共通様式１または共通様式２によりＥＭＩＳへの代行入力の要請があった場合は、

その様式に記載されている情報をＥＭＩＳに代行入力を行います。 

ウ 管内の市町村の状況、災害拠点病院等を通じた医療機能や医療救護活動の状況、

支援要請等の情報を収集、整理して記録班に伝達します。伝達事項は書面で行うこ

とを基本とし、保健所内で共有できるようにします。 

（市町村の情報の例） 

傷病者の見込み数、救護所及び二次救急病院の活動状況、支援要請（医療スタ

ッフ、備品、医薬品、輸血用血液、患者搬送、受入、搬送手段）等 

（災害拠点病院等の情報の例）  

医療機関の被災状況、手術・透析の可否、医療救護活動の状況（スタッフ・空

床数等の院内状況）、支援要請（医療スタッフ、備品、医薬品、輸血用血液、

患者搬送、受入、搬送手段）等 

  ③ 記録班  

ア 収集した情報を整理して、クロノロジーに記載します。 

（４）地域災害医療コーディネーター 

  ア 現地対策室において、適切な医療救護活動を継続するために、避難所のアセスメ

ントを含めすべての医療救護活動の情報を総合し、調整を行います。 

イ 日本赤十字社の日赤救護班をはじめ、各種の医療チームが被災地域へ支援に入っ

てくることが予想されますが、それらの受入に関して、現地対策室は、地域災害医

療コーディネーターと協議を行い、活動場所等を決定します。 

（５）災害薬事コーディネーター（医療救護現地対策室担当） 

  ア 医療救護対策室の災害薬事コーディネーター（医療救護対策室担当）及び現地対

策室の地域災害医療コーディネーターと連携し、管内の医薬品等の供給および薬剤

師の受入についての調整を行います。 

（６）地域災害医療サポートチーム 

ア 現地対策室が開催する地域災害医療対策会議に参加し、医療救護活動の情報を共

有します。 
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イ 地域災害医療サポートチームは、所属団体の医療機関等へＥＭＩＳを活用した災

害医療に関する情報提供を促進し、情報共有を行います。 

ウ 各所属団体等において医療救護活動を実施します。 

 

２ 医療救護活動についての情報収集と伝達 

（１）情報収集と対応 

（情報の収集と更新） 

ア 情報収集班は、保健所管内の市町村災害対策本部や災害拠点病院（以下「市町村

災害対策本部等」という。）から医療救護に関する情報を共通様式３（医療救護活

動状況報告）またはＥＭＩＳ等により収集し、内容に応じて企画班、記録班に伝達

します。 

イ 企画班は、医療救護対策室から他の現地対策室、県外の状況に関する情報を収集

します。 

ウ ア及びイで収集した情報を整理し、整理した情報は医療救護対策室及び市町村災

害対策本部等へ伝達します。また、この手順を繰り返し、常に最新の情報に更新し

ます。 

エ 情報収集と伝達は、基本的に防災ファックスまたはＥＭＩＳを使用します。防災

ファックス等が使えない場合は防災無線、衛星携帯電話等の可能な通信手段を使っ

て正確に聴き取ります。 

（収集する情報） 

オ 情報収集班は、管内の市町村災害対策本部等から以下の情報を収集します。 

（市町村災害対策本部から） 

・救護所の開設数及び開設場所、医師等参集職員数、医療救護対象者数 

・二次救急病院の医療救護活動の可否、院内状況（参集職員数、空床数、手術機

能等、ライフライン、医薬品等の在庫） 

・市町村の応援可能人員（医師、歯科医師、看護師、薬剤師等）、支援可能医薬

品等 

（災害拠点病院から） 

・医療救護活動の可否、院内状況（参集職員数、空床数、手術機能等、ライフラ

イン、医薬品等の在庫）、周辺の状況など 

（入手情報への対応） 
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カ 市町村災害対策本部等から支援要請があった場合は、管内市町村の被災状況や医

療救護活動の状況を踏まえ、支援対策を速やかに策定し、その内容を要請元に伝達

します。 

（医療救護対策室からの情報の収集） 

キ 医療救護対策室からの情報は、被災の全体状況を把握し医療救護に役立つため、

最新の情報を確実に受け取ります。 

(ｱ) 他の現地対策室の状況（活動状況、支援、要請情報） 

(ｲ) 災害拠点病院の状況（活動状況、支援・要請情報） 

(ｳ) 国、他都道府県、日本赤十字社等の医療救護活動に関する情報 

（２）医療救護対策室への情報伝達 

ア 企画班は、収集・整理した情報を医療救護対策室に伝達します。 

イ 全ての情報がそろわなくても、判明済みの情報を速報として医療救護対策室に伝

達し、その後に順次追加して伝達します。 

(ｱ) 保健所管内市町村の医療救護活動の状況（二次救急病院、救護所の開設数及び

医師数など） 

(ｲ) 災害拠点病院の院内状況及び空床数 

（３）市町村災害対策本部への情報伝達 

ア 企画班は、保健所管内の市町村の求めに応じて医療救護活動に必要な情報を伝達

します。 

(ｱ) 県内市町村の医療救護活動の状況 

(ｲ) 災害拠点病院、災害拠点病院の状況及び空床数 

   (ｳ) 医薬品等の県内の在庫状況 

   (ｴ) 県外からの支援の情報 

(ｵ) その他必要な情報 

（４）広報 

ア 県としての広報は、原則として医療救護対策室が一括して行います。 

イ マスコミからの取材に関しては、室長及び各班の責任者等が対応します。 

３ 市町村災害対策本部等からの支援要請への対応 

（１）対応の流れ 

ア 整理した情報を基に、保健所管内の医療救護体制による対応の可否を判断します。 
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イ 医療従事者等の派遣要請等を整理し、管内の医療救護体制で対応可能な場合は、

企画班は支援可能な市町村や災害拠点病院への要請を共通様式４によって行います。 

ウ 保健所管内の医療救護体制では対応しきれない場合には、イに加えて医療救護対

策室に支援を要請します。 

エ 要請先からの応諾の回答が得られない場合は、イ～ウを繰り返します。応諾の回

答を得るまで時間を要する場合は、要請元に状況を連絡します。 

オ 支援要請先から応諾があった場合は、支援要請元の市町村災害対策本部等にその

旨を伝達します。 

（２）重症患者の搬送要請への対応 

（基本的な対応） 

ア 市町村災害対策本部等から共通様式５によって重症患者受入の要請があった場合

は、地震発生直後から収集・整理している保健所管内の災害拠点病院や二次救急病

院の空床情報を基に、適切な受入病院を選択し、順次収容を依頼します。 

イ 応諾の回答を得るまで依頼を繰り返し、応諾の回答を得た場合は、要請元の市町

村災害対策本部等に伝達します。 

（搬送手段の調達が必要な場合） 

ウ 搬送手段は、要請元の市町村災害対策本部等で確保するものとしますが、市町村

災害対策本部等で確保できない場合は、現地対策室において搬送手段を確保します。 

エ 現地対策室においても搬送手段の確保が不可能な場合は、医療救護対策室に搬送

手段の確保を要請します。 

（現地対策室管内の体制では対応できない場合） 

オ 現地対策室管内に収容可能な医療機関がない場合は、共通様式５（重症患者等受

入要請書）により、医療救護対策室に要請します。 

（３）医薬品等の供給要請への対応 

ア 市町村災害対策本部等から医薬品等の供給要請があったときは、医療救護対策室

に医薬品等の供給を要請します（様式 13-1）。 

イ 医薬品等の供給について応諾を得ることができれば、応諾内容を要請元の市町村

災害対策本部等に連絡します（様式 13-1）。 

ウ 要請元の市町村対策本部等が指定場所まで医薬品等を受け取りに行くことが難し

い場合は、輸送手段の確保のための調整を行います。 

⇒＜マニュアル１３＞医薬品等及び輸血用血液の供給 
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４ 医療救護対策室から要請を受けた時の対応 

（１）対応の流れ 

ア 被災地域の保健所を支援するため、被災地域外の保健所に対して医療救護対策室

から支援要請があった場合は、当該保健所は、要請内容に応じて支援可能な市町村

や災害拠点病院等の中から適した機関を選択のうえ、順次支援を要請し、応諾の回

答を得たら医療救護対策室にその内容を伝達します。現地対策室で対応ができない

ときは、その旨を医療救護対策室に回答します。 

（２）重症患者の受入要請 

ア 医療救護対策室から重症患者の受入要請を受けた保健所は、要請の内容を記録す

るとともに、早期に受入が可能な医療機関を選定し、順次当該医療機関の所在する

市町村災害対策本部または災害拠点病院へ受入要請を行います。 

イ 受入要請をした機関からの応諾の回答または受入不可能の回答を受理した場合は、

その内容を記録します。 

ウ 受入要請をした機関からの応諾の回答を得た場合は、その内容を医療救護対策室

に伝達します。 

エ 保健所管内での受入が困難と判断されるときは、その旨、医療救護対策室に伝達

します。 

オ 受入要請をした機関からの回答内容を整理し、保健所管内の空床数の最新情報を

市町村災害対策本部、医療救護対策室等関係機関に連絡し情報の共有化を図ります。 

（３）医療従事者の派遣要請 

ア 医療救護対策室から医療従事者の派遣要請を受けた保健所は、要請の内容を記録

するとともに、早期に派遣が可能な医療機関を選択します。医療機関に対する派遣

要請の手続きは医療救護対策室が行います。 

イ 医療救護対策室は、派遣要請をした機関からの応諾の回答または受入不可能の回

答を受理した場合は、その内容を記録します。 

ウ 派遣要請をした機関からの応諾の回答を得た場合は、その内容を保健所に連絡し

情報の共有化を図ります。 

５ その他の対応 

（１）管内医療機関のＥＭＩＳへの代行入力 
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ア ＥＭＩＳは、災害発生時に医療機関情報の全国への情報発信や、医療機関の状況

の閲覧が可能となるものです。 

イ 各医療機関において電気が使用できない状況などにより、ＥＭＩＳへの入力が不

可能な場合には、現地対策室または医療救護対策室が、当該医療機関の代行入力を

します。 

（２）市町村災害対策本部が行う避難所の医療ニーズ調査の支援 

ア 市町村災害対策本部は、災害発生後速やかに、避難所の環境や、避難者の傷病や

健康の状態を把握します。被災等により市町村担当者が調査を行えない場合は、現

地対策室が、参集する医療救護チーム等の協力を得て調査を行います。 

イ 避難所の調査に関しては、「マニュアル８ 避難所の医療ニーズ調査」を参照し、

避難所アセスメントシートを使用します。 

⇒＜マニュアル８＞避難所の医療ニーズ調査 

 

＜共通様式＞医療救護対策室、現地対策室、市町村、医療機関等の連絡に使用する様式 

共通様式１ 発災直後情報（代行入力依頼書） 

共通様式２ 詳細情報（代行入力依頼書） 

共通様式３ 医療救護活動状況報告 

共通様式４ 医療従事者等派遣要請書・医療従事者等派遣応諾連絡書 

共通様式５ 
重症患者等受入要請書兼応諾連絡書 

（付表）患者詳細情報 

共通様式６ 物資等供給要請書兼応諾連絡書 
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共通様式１ 

 

１　医療機関機能情報（該当項目を○で囲ってください。）

２　その他（上記以外で支援が必要な理由があれば記入してください。）

※ ＥＭＩＳに入力できない場合は、この様式に記入し、医療救護対策室または医療救護現地対
策室に報告してください。（医療救護対策室または医療救護現地対策室で代行入力）

第　　　号整理番号

受信者

不足 充足

 ライフライン・サプライ状況

（代替手段でのご使用時は、供給「無」または「不足」を選択してください。）

 多数患者の受診

 職員の不足

不足 充足

不足 充足

有 無

 医療ガスの不足

 医薬品・衛生資機材の不足

無

無 有

無 有

発災直後情報

（EMIS緊急時入力：代行入力依頼書）

 入院病棟の倒壊、または倒壊のおそれ

 電気の通常の供給

 水の通常の供給

送 信 先

発 信 元

日　　時

メールアドレス

　　　　　　　年　　　月　　　日　　　　　時　　　　分

電話番号 ＦＡＸ番号

担当医療機関名

有
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共通様式２－１ 

 

詳細情報

１　施設の倒壊、または倒壊のおそれ（該当項目を○で囲ってください。）

２　ライフライン・サプライ状況（該当項目を○で囲ってください。）

３　医療機関の機能（該当項目を○で囲ってください。）

第 報

半日・1日・２日以上

不足している医薬品（具体的に不足している医薬品を記入してください。）

医薬品の
使用状況

枯渇
備蓄で
対応中

通常の供給
残り(備蓄で対
応中の場合)

無配管破損の有無

食糧の
使用状況

枯渇
備蓄で
対応中

手術可否 不可 可 人工透析可否 不可 可

通常の供給
残り(備蓄で対
応中の場合)

半日・1日・２日以上

正常

枯渇
供給の

見込無し
供給の

見込有り

残り(貯水･給水
対応中の場合)

半日・1日・２日以上

残り(供給の見
込無しの場合)

半日・1日・２日以上

水道の
使用状況

医療ガスの
使用状況

枯渇
貯水･給水
対応中

井戸
使用中

有

有

有

残り(発電機使
用中の場合)

半日・1日・２日以上

無

その他（上記以外に倒壊、または破損のおそれのある施設の状況を記入してください。）

有 無 手術室

電気の
使用状況

停電中
発電機
使用中

正常

無入院病棟

一般外来

（EMIS詳細入力：代行入力依頼書）

有

発 信 元

日　　時

送 信 先

医療機関名

無

担当

ＦＡＸ番号

　　　　　　　年　　　月　　　日　　　　　時　　　　分

電話番号

救急外来
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共通様式２－２ 

 

４　現在の患者状況(数値を記入)

床

人 人

人 人

５　今後、転院が必要な患者数(数値を記入)

人 人

人 人 人 人

６　今後、受け入れ可能な患者数(数値を記入)

人

人 人

人 人 人 人

７　外来受付状況及び外来受付時間

８　職員数

人 人 人 人

人 人）

人 人）

人 人）

９　その他（アクセス状況等、特記事項を記入してください。）

※ ＥＭＩＳに入力できない場合は、この様式に記入し、医療救護対策室または医療救護現地対策室に
報告してください。（医療救護対策室または医療救護現地対策室で代行入力）

整理番号

受信者

第　　　　号

（内、DMAT隊員数

（内、DMAT隊員数

（内、DMAT隊員数その他出勤人数

出勤看護師数

出勤医師数

出勤職員数

医師総数
ＤＭＡＴ
医師数

ＤＭＡＴ
看護師数

時間帯 １ 時　　　　分　　～　　　　時　　　　分

時間帯 ２ 時　　　　分　　～　　　　時　　　　分

時間帯 ３ 時　　　　分　　～　　　　時　　　　分

外来受付状況 受付不可 救急のみ 下記の通り受付

酸素 担送 護送人工呼吸

人工呼吸

重症度別患者数 重症（赤）

酸素

災害時の診療能力（災害時の受け入れ重症患者数）

中等症（黄）

重症度別患者数 重症（赤） 中等症（黄）

発災後受け入れた患者数

在院患者数

実働病床数

発信元 医療機関名

重症（赤）

重症（赤）

中等症（黄）

中等症（黄）

業務調整
員数

護送担送
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年 月 日 時 分

１　報告対象期間

時間帯

月 日

２　受入負傷者数（１　の時間帯に受け入れた患者の人数）

３　医療従事者状況（現在活動中の人数）

４　傷病者の受け入れ可能数（概数で可）

５　その他（特記する事項があれば記入してください。）

第 号

医療救護活動状況報告

チェック

□

□

□

0:00　～　4:00

4:00　～　8:00

8:00　～　12:00

□

日　　時 平成

送 信 先

発 信 元 医療機関名 担当

備考（処置完了状況等を記入）区分 人数

□

□

12:00　～　16:00

16:00　～　20:00

20:00　～　24:00

累積死亡者数
（治療待ち又は
　治療中に死亡）

受信者

赤

黄

緑

人

人

人

人黒 受入時点で黒と判断した人数

歯科医師 薬剤師 その他医療職員医師 看護師

中等症者重症者

事務職員

整理番号

軽症者

共通様式３ 
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共通様式４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■機関区分（区分の枠に番号を記入すること）

①救護所　②二次救急病院　③災害拠点病院　④市町村本部　⑤医療救護現地対策室　⑥医療救護対策室　⑦その他

参集場所 備考

医師 歯科医師 薬剤師

月　　日　　時　　分

担当者

月　　日　　時　　分

月　　日　　時　　分

担当者

月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分

担当者

区分 機関名 区分 機関名

担当者

医療従事者等派遣 要請書

機関名 区分 機関名

担当者

月　　日　　時　　分

区分

月　　日　　時　　分

担当者担当者

担当者

その他
医療職

事務職員

活動場所
必要人員

医療従事者等派遣 応諾連絡書

市町村派遣人員
派遣場所

医師 歯科医師 薬剤師 看護師

看護師
その他
医療職

事務職員

医療救護現地対策室派遣人員
派遣場所

医師 歯科医師 薬剤師 看護師
その他
医療職

事務職員

派遣期間 移動手段 医療従事者所属機関

月　　日～ 月　　日

薬剤師 看護師
その他
医療職

事務職員

派遣期間 移動手段 医療従事者所属機関

月　　日～ 月　　日

医療救護対策室派遣人員
派遣場所

医師 歯科医師

派遣期間 移動手段 医療従事者所属機関

月　　日～ 月　　日

要請 要請 要請

連絡 連絡 連絡
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共通様式５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■機関区分（区分の枠に番号を記入すること）

①救護所　②二次救急病院　③災害拠点病院　④市町村本部　⑤医療救護現地対策室　⑥医療救護対策室　⑦その他

搬送手段の有無 備考

※患者詳細情報（付表）あり

重症患者等受入要請書　兼　応諾連絡書

月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分

担当者 担当者 担当者 担当者

機関名 区分

月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分

機関名 区分 機関名 区分 機関名 区分

担当者 担当者 担当者 担当者

応諾機関記載項目要請元記載項目

年齢 性別
受け入れ先
医療機関

調整
機関
区分

tag.
no.

氏　　　名
症　状

（トリアージ区分も記載）

要請 要請 要請

連絡 連絡 連絡
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付表（共通様式５） 

 

年 月 日 時 分

患者情報

氏名 年齢 性別

住所

特記事項

（搬送・治療上特に留意すべき事項）

挫創 打撲 痛み 出血

体幹の鋭的損傷

フレイルチェスト

骨盤骨折

頭蓋骨骨折

四肢の轢断

四肢の麻痺

精神疾患 有・無 診断名

□

□

患者詳細情報
（重症患者等受入要請書に添付）

二ヵ所以上の長管骨骨折

15％以上の熱傷、気道熱傷

□

□

□

□

□

□ □ □ □

トリアージ
結果

赤タグ（重症）□ □

トリアージ
実施日
時　刻

□

黄タグ（中等症）

傷病名

分時日月

tag.no.

送信先

発信元

日時

医療機関名
電話担当
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共通様式６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■機関区分（区分の枠に番号を記入すること）

①救護所　②二次救急病院　③災害拠点病院　④市町村本部　⑤医療救護現地対策室　⑥医療救護対策室　⑦その他

受渡し場所 備考

供給物資等要請物資等

備考
⑥県医療

本部

担当者

⑤県医療
支部

④市町村備考

担当者 担当者 担当者

数量規格等品　　名

機関名 区分

月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分

機関名 区分 機関名 区分 機関名 区分

物資等供給要請書　兼　応諾連絡書

月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分

担当者 担当者 担当者 担当者

要請 要請 要請

連絡 連絡 連絡



【マニュアル３】災害拠点病院 

3-1 

 

 ＜マニュアル３＞ 災害拠点病院                              

１ 災害拠点病院における対応手順 

（１）院内状況の調査  

   ア 災害拠点病院の管理者（以下「病院管理者」という。）は、災害拠点病院として

医療救護対象者の処置、受入が可能か否かを判断するため、次の項目を調査します。 

    ①建物の被災状況 

    ②職員の状況（医師、看護師、薬剤師、他医療職、その他職員） 

    ③ライフラインの状況（電気、ガス、水、空調、その他） 

    ④手術機能等の状況（手術機能、検査機能、病棟機能、給食機能） 

    ⑤空床状況（空床数、仮設ベッド数） 

   イ 二次被害の危険がないか、病院周辺の被害状況や道路状況等も把握します。 

（２）院内状況の報告  

   ア 病院管理者は、災害が発生したら、院内状況を調査して、ＥＭＩＳの「緊急時入

力」を行います。（可能な限り「詳細入力」も併せて行います。） 

   イ 病院管理者は、ＥＭＩＳに接続できない場合、院内状況の調査結果及び医療救護

活動の状況を、共通様式３（医療救護活動状況報告）を用いて、ファックス等によ

り現地対策室に報告します。ＥＭＩＳに接続できない場合は、現地対策室への報告

の際に代理入力の要請も併せて行ってください。 

※ＥＭＩＳの「緊急時入力」及び「詳細入力」の代理入力は現地対策室または本部で

行うことが可能です。（共通様式１または共通様式２を使用して代理入力を要請） 

   ウ 病院管理者は、院内状況に変化があった場合は、その都度現地対策室に報告を行

い、ＥＭＩＳの入力情報を更新します。 

（３）処置・収容が行えないと判断した場合  

 ア 二次災害の危険がない場合 

    ①現地対策室または地方本部の協力を得て、早期に医療救護活動を開始できるよ

う、各種機能の復旧活動を行います。 

    ②建物の損傷が著しく使用できないと判断した場合は、屋外に仮設診療スペース

を設置して医療救護活動を開始できるように努めます。 

    ③職員、医薬品等が不足している場合は、現地対策室に支援を要請するとともに、

近隣の医療機関の応援を依頼します。 

イ 二次災害の危険がある場合 

    火災・津波・崖崩れといった二次災害が発生する恐れのある場合は、直ちに入院

患者の避難誘導を行い、病院スタッフも早急に避難することとします。 
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２ 医療救護活動 

（１）医療救護対象者の受け入れ準備 

ア 病院管理者は、予め定めてある医療救護活動に関する防災計画（以下「院内計画」

という。）に沿って、参集した職員の役割分担を行い、人員を配置していきます。 

イ 病院管理者は、院内計画に沿って、受付、トリアージエリア、診療エリア、入院患

者収容エリア、遺体仮安置場所、職員等の待機場所等の配置を行い、可能であれば見取

り図を作成し院内関係者に周知します。 

ウ 医療救護対象者は、二次救急病院等から搬送されてくる重症・中等症患者と自力で

来院してくる患者があり、併せて対応する必要があります。 

エ 二次救急病院等からの搬送患者の受入れ要請は、原則として現地対策室からなされ

ますが、場合によっては二次救急病院等から直接連絡がなされることもあります。 

オ 医療救護活動に必要な支援に当たり、医療従事者の派遣要請は共通様式４、重症患

者等の受入要請は共通様式５、物資等の供給要請は共通様式６により現地対策室（災害

拠点病院にあっては医療救護対策室）に要請します。 

（２）災害拠点病院の運営 

  ア 災害拠点病院内で行った医療救護活動に係る次の事項を記録し、定期的に現地対策

室及び病院内に設置される広報窓口に報告します。 

    ・当該病院に支援に入った医療チーム等の名簿 

    ・当該病院で取り扱った傷病者名簿（疾病状況、搬送先を明記します） 

    ・当該病院からの支援要請の内容、要請時刻、支援要請先、要請時刻 

・当該病院からの支援要請に対する諾否、支援の内容、回答時刻等 

  イ 二次救急病院または他の災害拠点病院から搬送されてくる医療救護対象者はトリア

ージタッグが付いているのでそこから患者情報を確認し名簿を作成し、また、収容機

関として改めてトリアージを行います。 

  ウ トリアージタッグが付いていない場合は、受付番号、医療救護対象者の住所、氏名、

年齢、性別、搬送元、負傷場所等を確認し、トリアージタッグを作成します。 

  エ 搬入時に既に死亡している者及び当該病院で死亡した者は、速やかに遺体仮安置場

所に移します。またトリアージの結果、蘇生の可能性がないと判断された者（死亡群）

は、あらかじめ定めた収容場所に収容します。 

オ 診療はトリアージの区分（赤：最優先治療群、黄：待機的治療群、緑：保留群）ご

とに実施します。二次救急病院または他の災害拠点病院から搬送されてくる医療救護

対象者は、原則として最優先治療群（≒重症者）と待機的治療群（≒中等症者）です。

直接来院してくる医療救護対象者も含めて、緊急度の高い順に診療を実施していきま
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す。なお、被害の状況によっては、最優先治療群への処置の優先順位を下げなければ

ならない場合も考えられます。 

カ 待機的治療群の治療は、最優先治療群の傷病者への対応が完了してから行います。

しかし、待機中に症状が悪化し待機的治療群から優先的治療群になる場合があります

ので、バイタルサインや身体所見の変化に細心の注意が必要です。 

キ 当該病院の医療機能では対応が困難な医療救護対象者については、基幹災害拠点病

院等（広域医療搬送適用患者にあっては広域医療搬送拠点のＳＣＵ）に搬送します。

搬送先の手配については共通様式５により現地対策室に要請してください。 

（３）ＤＭＡＴ活動拠点本部との連携 

ア 病院管理者は、ＤＭＡＴの病院支援及び現場活動等の拠点機能であるＤＭＡＴ活動

拠点本部が当該病院内に設置される場合は、スペースの提供等可能な範囲で協力しま

す。 

イ 病院管理者は、ＤＭＡＴ活動拠点本部の本部長（統括ＤＭＡＴ）を確認して、連携

体制を構築します。 

ウ 病院支援に入るＤＭＡＴは当該病院管理者の指揮下に入るので、病院管理者は、病

院支援に入ったＤＭＡＴを積極的に活用します。 

エ 病院管理者は、効果的な病院支援を受けるために、院内状況や周辺の関係施設及び

地理情報等、必要と思われる情報提供をＤＭＡＴ活動拠点本部に行います。 

オ 病院管理者は、平時からＤＭＡＴ活動拠点本部の設置を想定して、設置に必要な用

意をしておくことで災害時にスムーズな受援が可能となります。 

 

連携・調整

帰宅困難者
対応

群衆管理・
警備

家族対応

院内災害対策本部長（院長）

外部調整
（搬送）

診療指揮

（職員、外部
支援調整）

記録・連絡医療ニーズ
情報

ロジス
ティクス

医療ガス
管理

医療資器材
管理

防災
センター

院内本部

病棟管理
外来診療
指揮所

搬送係

黒エリア

緑エリア

黄エリア

赤エリア

受付
トリアージ

薬剤科

放射線科 C病棟

B病棟

A病棟

検査・薬剤
担当

検査科

物流・設備担当 非患者担当

DMAT

活動拠点
本部

病院支援
指揮所

診療支援

連携・調整

連携・調整

連携・調整

院内指揮系統

指揮支援
通信支援 搬送支援

図 3-1 DMAT 活動拠点本部との連携図 
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３ 医療搬送への対応 

（１）医療搬送実施の連絡 

   医療搬送が実施される場合は、現地対策室から実施に関しての連絡があります。 

（２）医療搬送適用患者の選定 

ア 病院管理者は、医療搬送実施を確認したら、医療搬送のトリアージ基準に基づき、

医療搬送適用患者を選定していきます（不搬送基準のチェックも併せて実施します）。

なお、ＤＭＡＴが在院している場合はＤＭＡＴと協力して医療搬送適用患者の選定を

行います。 

イ 災害拠点病院内に医療搬送適用患者が何名いるかを、ＤＭＡＴを通じてＤＭＡＴ熊

本県調整本部に、ＤＭＡＴが不在の場合は現地対策室に報告します。 

⇒＜マニュアル６＞広域医療搬送 

（３）ＳＣＵへの搬送患者の決定 

  ア 原則として、ＤＭＡＴ熊本県調整本部が、県内の災害拠点病院から報告を受けた医

療搬送適用患者の中から、優先順位をつけてＳＣＵへの搬送患者を決定し、それぞれ

の災害拠点病院または災害拠点病院に設置しているＤＭＡＴ活動拠点本部等に連絡

します。 

  イ ＳＣＵへの搬送が決定された患者に対して、病院管理者は、速やかに（４）以下の

作業を行います。 

（４）医療搬送カルテの作成 

ア 災害拠点病院の医師は、選定した医療搬送適用患者のうち、ＳＣＵに搬送すること

が決まった患者については、医療搬送カルテを作成します。 

  イ ＤＭＡＴが当該病院で活動していれば、ＤＭＡＴと協力して、またはＤＭＡＴに委

ねて医療搬送カルテを作成します。 

※医療搬送カルテをはじめ必要な様式は、ＥＭＩＳのＤＭＡＴ関連資料のメニューにあ

る「関連様式」に掲載されています。 

ウ 作成した医療搬送カルテは、医療搬送適用患者と一緒にＳＣＵへ引き継ぎますので、

コピーをするなどして記録の保管には十分留意します。 

４ 遺体検案所への搬送 

ア 災害拠点病院に搬入されたときに既に死亡している者及び当該病院で死亡した者は、

病院内の遺体仮安置場所に一旦安置し、所轄警察署にその旨を届け出ます。 

イ 遺体は、所轄警察署の指示に基づき、市町村の指定する遺体検案所に搬送します。 
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ウ 遺体の検案等は、原則として、市町村が指定する遺体検案所において警察の指示に

より実施されます。 

５ 広報 

（１）広報窓口の設置 

  ア 医療救護活動に支障を来さないように、医療救護対象者の家族や報道機関からの問

い合わせに応じる広報窓口を設置します。 

（２）医療救護対象者の親族への対応 

ア 広報窓口担当者は、既入院患者及び来院または搬送され収容している医療救護対象

者に関する情報の照会に応じます。 

イ 他の病院またはＳＣＵに転送若しくは搬送した医療救護対象者のリストや遺体検案

所に搬送した者のリストを掲示します。 

（３）報道機関への対応 

ア 広報窓口担当者は、報道機関に対しての情報提供、取材の受付を行います。 

イ 報道機関の取材に対しては、広報窓口担当者も必ず立会い、医療救護対象者のプラ

イバシーの保護、医療救護活動への阻害防止を行います。 

ウ 広報窓口担当者は、当該病院に関する誤報があった場合には、直ちに当該報道機関

に対して訂正を申し入れます。 

＜共通様式＞医療救護対策室、現地対策室、市町村、医療機関等の連絡に使用する様式 

共通様式１ 発災直後情報（代行入力依頼書） 

共通様式２ 詳細情報（代行入力依頼書） 

共通様式３ 医療救護活動状況報告 

共通様式４ 医療従事者等派遣要請書・医療従事者等派遣応諾連絡書 

共通様式５ 
重症患者等受入要請書兼応諾連絡書 

（付表）患者詳細情報 

共通様式６ 物資等供給要請書兼応諾連絡書 
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共通様式１ 

 

 

１　医療機関機能情報（該当項目を○で囲ってください。）

２　その他（上記以外で支援が必要な理由があれば記入してください。）

※ ＥＭＩＳに入力できない場合は、この様式に記入し、医療救護対策室または医療救護現地対
策室に報告してください。（医療救護対策室または医療救護現地対策室で代行入力）

第　　　号整理番号

受信者

不足 充足

 ライフライン・サプライ状況

（代替手段でのご使用時は、供給「無」または「不足」を選択してください。）

 多数患者の受診

 職員の不足

不足 充足

不足 充足

有 無

 医療ガスの不足

 医薬品・衛生資機材の不足

無

無 有

無 有

発災直後情報

（EMIS緊急時入力：代行入力依頼書）

 入院病棟の倒壊、または倒壊のおそれ

 電気の通常の供給

 水の通常の供給

送 信 先

発 信 元

日　　時

メールアドレス

　　　　　　　年　　　月　　　日　　　　　時　　　　分

電話番号 ＦＡＸ番号

担当医療機関名

有
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共通様式２－１ 

 

 

詳細情報

１　施設の倒壊、または倒壊のおそれ（該当項目を○で囲ってください。）

２　ライフライン・サプライ状況（該当項目を○で囲ってください。）

３　医療機関の機能（該当項目を○で囲ってください。）

第 報

半日・1日・２日以上

不足している医薬品（具体的に不足している医薬品を記入してください。）

医薬品の
使用状況

枯渇
備蓄で
対応中

通常の供給
残り(備蓄で対
応中の場合)

無配管破損の有無

食糧の
使用状況

枯渇
備蓄で
対応中

手術可否 不可 可 人工透析可否 不可 可

通常の供給
残り(備蓄で対
応中の場合)

半日・1日・２日以上

正常

枯渇
供給の
見込無し

供給の
見込有り

残り(貯水･給水
対応中の場合)

半日・1日・２日以上

残り(供給の見
込無しの場合)

半日・1日・２日以上

水道の
使用状況

医療ガスの
使用状況

枯渇
貯水･給水
対応中

井戸
使用中

有

有

有

残り(発電機使
用中の場合)

半日・1日・２日以上

無

その他（上記以外に倒壊、または破損のおそれのある施設の状況を記入してください。）

有 無 手術室

電気の
使用状況

停電中
発電機
使用中

正常

無入院病棟

一般外来

（EMIS詳細入力：代行入力依頼書）

有

発 信 元

日　　時

送 信 先

医療機関名

無

担当

ＦＡＸ番号

　　　　　　　年　　　月　　　日　　　　　時　　　　分

電話番号

救急外来
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共通様式２－２ 

 

 

４　現在の患者状況(数値を記入)

床

人 人

人 人

５　今後、転院が必要な患者数(数値を記入)

人 人

人 人 人 人

６　今後、受け入れ可能な患者数(数値を記入)

人

人 人

人 人 人 人

７　外来受付状況及び外来受付時間

８　職員数

人 人 人 人

人 人）

人 人）

人 人）

９　その他（アクセス状況等、特記事項を記入してください。）

※ ＥＭＩＳに入力できない場合は、この様式に記入し、医療救護対策室または医療救護現地対策室に
報告してください。（医療救護対策室または医療救護現地対策室で代行入力）

整理番号

受信者

第　　　　号

（内、DMAT隊員数

（内、DMAT隊員数

（内、DMAT隊員数その他出勤人数

出勤看護師数

出勤医師数

出勤職員数

医師総数
ＤＭＡＴ
医師数

ＤＭＡＴ
看護師数

時間帯 １ 時　　　　分　　～　　　　時　　　　分

時間帯 ２ 時　　　　分　　～　　　　時　　　　分

時間帯 ３ 時　　　　分　　～　　　　時　　　　分

外来受付状況 受付不可 救急のみ 下記の通り受付

酸素 担送 護送人工呼吸

人工呼吸

重症度別患者数 重症（赤）

酸素

災害時の診療能力（災害時の受け入れ重症患者数）

中等症（黄）

重症度別患者数 重症（赤） 中等症（黄）

発災後受け入れた患者数

在院患者数

実働病床数

発信元 医療機関名

重症（赤）

重症（赤）

中等症（黄）

中等症（黄）

業務調整
員数

護送担送



【マニュアル３】災害拠点病院 

3-9 

 

年 月 日 時 分

１　報告対象期間

時間帯

月 日

２　受入負傷者数（１　の時間帯に受け入れた患者の人数）

３　医療従事者状況（現在活動中の人数）

４　傷病者の受け入れ可能数（概数で可）

５　その他（特記する事項があれば記入してください。）

第 号

医療救護活動状況報告

チェック

□

□

□

0:00　～　4:00

4:00　～　8:00

8:00　～　12:00

□

日　　時 平成

送 信 先

発 信 元 医療機関名 担当

備考（処置完了状況等を記入）区分 人数

□

□

12:00　～　16:00

16:00　～　20:00

20:00　～　24:00

累積死亡者数
（治療待ち又は
　治療中に死亡）

受信者

赤

黄

緑

人

人

人

人黒 受入時点で黒と判断した人数

歯科医師 薬剤師 その他医療職員医師 看護師

中等症者重症者

事務職員

整理番号

軽症者

共通様式３ 
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共通様式４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■機関区分（区分の枠に番号を記入すること）

①救護所　②二次救急病院　③災害拠点病院　④市町村本部　⑤医療救護現地対策室　⑥医療救護対策室　⑦その他

参集場所 備考

医師 歯科医師 薬剤師

月　　日　　時　　分

担当者

月　　日　　時　　分

月　　日　　時　　分

担当者

月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分

担当者

区分 機関名 区分 機関名

担当者

医療従事者等派遣 要請書

機関名 区分 機関名

担当者

月　　日　　時　　分

区分

月　　日　　時　　分

担当者担当者

担当者

その他
医療職

事務職員

活動場所
必要人員

医療従事者等派遣 応諾連絡書

市町村派遣人員
派遣場所

医師 歯科医師 薬剤師 看護師

看護師
その他
医療職

事務職員

医療救護現地対策室派遣人員
派遣場所

医師 歯科医師 薬剤師 看護師
その他
医療職

事務職員

派遣期間 移動手段 医療従事者所属機関

月　　日～ 月　　日

薬剤師 看護師
その他
医療職

事務職員

派遣期間 移動手段 医療従事者所属機関

月　　日～ 月　　日

医療救護対策室派遣人員
派遣場所

医師 歯科医師

派遣期間 移動手段 医療従事者所属機関

月　　日～ 月　　日

要請 要請 要請

連絡 連絡 連絡
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共通様式５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■機関区分（区分の枠に番号を記入すること）

①救護所　②二次救急病院　③災害拠点病院　④市町村本部　⑤医療救護現地対策室　⑥医療救護対策室　⑦その他

搬送手段の有無 備考

※患者詳細情報（付表）あり

重症患者等受入要請書　兼　応諾連絡書

月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分

担当者 担当者 担当者 担当者

機関名 区分

月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分

機関名 区分 機関名 区分 機関名 区分

担当者 担当者 担当者 担当者

応諾機関記載項目要請元記載項目

年齢 性別
受け入れ先
医療機関

調整
機関
区分

tag.
no.

氏　　　名
症　状

（トリアージ区分も記載）

要請 要請 要請

連絡 連絡 連絡
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付表（共通様式５） 

 

年 月 日 時 分

患者情報

氏名 年齢 性別

住所

特記事項

（搬送・治療上特に留意すべき事項）

挫創 打撲 痛み 出血

体幹の鋭的損傷

フレイルチェスト

骨盤骨折

頭蓋骨骨折

四肢の轢断

四肢の麻痺

精神疾患 有・無 診断名

□

□

患者詳細情報
（重症患者等受入要請書に添付）

二ヵ所以上の長管骨骨折

15％以上の熱傷、気道熱傷

□

□

□

□

□

□ □ □ □

トリアージ
結果

赤タグ（重症）□ □

トリアージ
実施日
時　刻

□

黄タグ（中等症）

傷病名

分時日月

tag.no.

送信先

発信元

日時

医療機関名
電話担当
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共通様式６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■機関区分（区分の枠に番号を記入すること）

①救護所　②二次救急病院　③災害拠点病院　④市町村本部　⑤医療救護現地対策室　⑥医療救護対策室　⑦その他

受渡し場所 備考

供給物資等要請物資等

備考
⑥県医療

本部

担当者

⑤県医療
支部

④市町村備考

担当者 担当者 担当者

数量規格等品　　名

機関名 区分

月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分

機関名 区分 機関名 区分 機関名 区分

物資等供給要請書　兼　応諾連絡書

月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分 月　　日　　時　　分

担当者 担当者 担当者 担当者

要請 要請 要請

連絡 連絡 連絡
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 ＜マニュアル４＞ ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）                          

 ＤＭＡＴとは 

大地震及び航空機・列車事故等の災害時に被災地域に迅速に駆けつけ、緊急治療や病

院支援等を行うための専門的な訓練を受けた医師、看護師、業務調整員（医師、看護師

以外の医療職員または事務職員）で構成される医療チームです。このうち、本県の医療

機関のチームを熊本ＤＭＡＴと呼びます。 

 このマニュアルの取扱い 

このマニュアルは、熊本県で災害が発生した場合の県内での医療救護活動の指針とな

るものですが、県が別途定める熊本県災害派遣医療チーム（熊本ＤＭＡＴ）運営要綱及

び国が定める日本ＤＭＡＴ活動要領と相違がある場合は、これらの要綱及び要領を優先

します。 

１ ＤＭＡＴの概要 

（１）ＤＭＡＴの活動 

ア 病院支援   災害拠点病院、二次救急病院等多くの傷病者に対応する医療機関

からの情報発信、当該病院でのトリアージや診療の支援、広域医療

搬送のためのトリアージを実施します。 

イ 地域医療搬送 県または市町村が実施する域内での搬送（災害現場または救護所

から被災地域内の医療機関へ、被災地域内の医療機関から近隣地域

の医療機関へ、被災地域内の医療機関からＳＣＵへの患者搬送）の

支援を実施します。 

  ウ 現場活動   災害現場または救護所等におけるトリアージ、緊急治療等を実施

します。 

  エ 対策室機能支援 医療救護対策室及び現地対策室の運営補助を行います。また、

災害時に県が配置する県・地域災害医療コーディネーターの活動を

支援します。 

（２）ＤＭＡＴの活動拠点 

   ＤＭＡＴは、ＤＭＡＴ本部あるいは活動拠点を設置し活動します。病院に支援に入

る場合は、当該病院管理者の指揮下に入り、病院スタッフと協力して支援活動を行い

ます。また、このうち、下記ア～ウの「本部」には、必要に応じて日本ＤＭＡＴ事務

局の要員、県内外の統括ＤＭＡＴ、ＤＭＡＴロジスティックチームが支援に入ること

があります。 
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ア ＤＭＡＴ熊本県調整本部 （医療救護対策室内に設置） 

被災地域内に設置された各ＤＭＡＴ活動拠点本部間の調整を行う拠点であり、統

括ＤＭＡＴが調整本部責任者となります。本県の場合は、県災害医療コーディネー

ターが統括ＤＭＡＴであるため、調整本部責任者を兼務することとなります。 

イ ＤＭＡＴ活動拠点本部 （災害拠点病院に設置） 

ＤＭＡＴの病院支援及び現場活動等の指揮・調整を行います。先着した統括ＤＭ

ＡＴが責任者となりますが、先着したＤＭＡＴに統括ＤＭＡＴがいない場合は、統

括ＤＭＡＴが到着するまで先着したＤＭＡＴの医師が責任者として活動します。 

ウ ＤＭＡＴ病院支援指揮所（各医療機関に設置） 

当該医療機関に参集したＤＭＡＴが行う病院支援活動の指揮を行います。 

  エ ＤＭＡＴ現場活動指揮所（災害現場周辺に設置） 

ＤＭＡＴの現場活動の指揮を行います。 

オ ＤＭＡＴ・ＳＣＵ指揮所 （航空搬送拠点臨時医療施設（ＳＣＵ）に設置） 

ＤＭＡＴが行う広域医療搬送活動等の指揮及び調整を行います。先着した統括Ｄ

ＭＡＴが責任者となりますが、先着したＤＭＡＴに統括ＤＭＡＴがいない場合は、

統括ＤＭＡＴが到着するまで先着したＤＭＡＴの医師が責任者として活動します。 

 

DMAT
SCU
指揮所

厚生労働省本部

DMAT
SCU
指揮所

DMAT熊本県
調整本部

DMAT
活動拠点本部

市町村本部
緊消隊

指揮支援本部等

DMAT
活動拠点本部

現場活動
指揮所

病院支援
指揮所

DMAT事務局

緊消隊都道府県
消防応援活動調整本部総合調整

支援

ＳＣＵ
指揮所

病院支援
指揮所

DMAT都道府県
調整本部

熊本県災害対策本部
医療救護対策室

被災地外
都道府県

診療部門診療部門 診療部門 診療部門 診療部門診療部門

図 4-1 ＤＭＡＴ体制のイメージ図 
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（３）熊本ＤＭＡＴの整備状況 

   県内には、日本ＤＭＡＴ研修を修了したチームが 33チーム（15病院）あります。

（平成 30年 3月 1日現在） 

 

 

（４）熊本ＤＭＡＴへの待機及び出動要請 

（熊本ＤＭＡＴへの待機要請） 

ア 県または厚生労働省（ＤＭＡＴ事務局）は、県内で地震その他の災害が発生しＤ

ＭＡＴの出動が必要となる可能性がある場合は、ＤＭＡＴ派遣のための待機を県内

のＤＭＡＴ指定病院に要請します。   

イ 県内で、強い揺れの地震があった場合、津波警報（大津波）が発表された場合な

ど、大きな災害が予測されるときは、すべてのＤＭＡＴ指定病院は、県または厚生

労働省等からの要請を待たずにＤＭＡＴの派遣のための待機を行います。  
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災害拠点病院
◎熊本赤十字病院
①公立玉名中央病院
②山鹿市民医療センター
③川口病院
④阿蘇医療センター
⑤矢部広域病院
⑥済生会熊本病院
⑦国立病院機構
熊本医療センター

⑧宇城総合病院
⑨熊本労災病院
⑩国保水俣市立

総合医療センター
⑪人吉医療センター
⑫上天草総合病院
⑬天草中央総合病院

熊本市

熊本ＤＭＡＴ

・熊本大学医学部附属病院（2）

・国立病院機構
熊本医療センター（４）

・熊本赤十字病院（４）
・済生会熊本病院（4）

・宇城総合病院（１）
・公立玉名中央病院（２）
・山鹿市民医療ｾﾝﾀｰ（２）
・川口病院（2）

・阿蘇医療センター（2）

・矢部広域病院（１）
・熊本労災病院（１）
・国保水俣市立総合

医療センター（２）

・人吉医療センター（２）
・上天草総合病院（２）
・天草中央総合病院（２）

図 4-2 熊本ＤＭＡＴの整備状況 
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（熊本 DMAT の出動要請） 

ウ 県は、熊本県災害派遣医療チーム（熊本ＤＭＡＴ）運営要綱に規定される基準も

考慮のうえ、速やかに県内のＤＭＡＴ指定病院に対してＤＭＡＴの派遣を要請しま

す。 

熊本県災害派遣医療チーム（熊本ＤＭＡＴ）運営要綱での規定 

熊本ＤＭＡＴの出動基準は、次のいずれかの場合とする。 

①県内で、災害により２０名以上の重症・中等症の傷病者の発生が予想される

場合   

②国又は他の都道府県から熊本ＤＭＡＴへの派遣要請があった場合 

③その他、熊本ＤＭＡＴが出動し対応することが災害時の救命救急に効果的で

あると、特に認められる場合 
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※参考資料 熊本ＤＭＡＴ派遣要請手順書 

 

熊本ＤＭＡＴ派遣要請手順書 
 

 

 

１ はじめに 

 この手順書は、熊本ＤＭＡＴ運営要綱（以下「ＤＭＡＴ運営要綱」という。）に基

づき実施する災害派遣医療チーム（以下「ＤＭＡＴ」という。）に関して、派遣要請

等に係る具体的な手順等を定め、円滑な運用を図ることを目的に作成する。 

 

 

２ ＤＭＡＴの概要 

 ＤＭＡＴとは、大地震及び航空機・列車事故等の災害時に被災地に迅速に駆けつ

け、救急治療を行うための専門的な訓練を受けた医療チームのこと。 

 

 ★ＤＭＡＴは医師や看護師、業務調整員等で構成。１チーム５名を標準とする。 

 

 阪神淡路大震災では、多くの傷病者が発生し、医療の需要が拡大する一方、ライ

フラインの途絶、医療従事者の確保が困難になるなどにより、被災地域内で十分な

医療が受けられずに死亡した、いわゆる「防ぎ得る災害死」が大きな問題として取

り上げられました。 

 このような災害に対して、専門的な訓練等を受けた医療チームが速やかに被災地

に入り、被災地での緊急治療や病院支援を行いつつ、被災地で発生した多くの傷病

者を被災地域外の適切な医療機関に搬送できれば、死亡や後遺症の減少が期待でき

ます。 

  

３ 熊本ＤＭＡＴのロゴマーク   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ ＤＭＡＴの待機及び出動要請基準 

ＤＭＡＴ運営要綱において、以下のとおり定めている。 

 熊本ＤＭＡＴ 
Kumamoto Disaster  Medical Assistance Team 
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＜待機基準＞ 

出動基準に該当することが見込まれる場合は、県が待機要請を行う。 

なお、次のいずれかの場合は、ＤＭＡＴ指定病院は、県の要請を待たず 

ＤＭＡＴを待機させる。 

①県内で震度５弱以上の地震が発生した場合 

②九州で震度５強以上の地震が発生した場合 

③九州で大規模な列車転覆事故又は航空機墜落事故が発生した場合 

④このほか、ＤＭＡＴの派遣を要すると判断される災害が発生した場合 

 

＜出動基準＞ 

①県内で、災害により 20名以上の重症・中等症の傷病者の発生が予想される場合 

②国又は他の都道府県から熊本ＤＭＡＴへの派遣要請があった場合 

③その他、熊本ＤＭＡＴが出動し対応することが災害時の救命救急に効果的であ

ると、特に認められる場合（建築現場の倒壊事故、電車等の挟まれ事故などの

クラッシュシンドロームが予想される場合、救出までに時間を要する（１時間

以上）場合、現場での麻酔、切断、止血等の医療行為が必要な場合を想定 

 

５ 熊本ＤＭＡＴ指定病院一覧 

医療機関名 災害医療圏 チーム数 

熊本赤十字病院 熊本 ４チーム 

熊本医療センター 熊本 ４チーム 

済生会熊本病院 熊本 ４チーム 

熊本大学医学部附属病院 熊本 ２チーム 

宇城総合病院 宇城 １チーム 

公立玉名中央病院 有明 ２チーム 

山鹿市民医療センター 鹿本 ２チーム 

川口病院 菊池 ２チーム 

阿蘇医療センター 阿蘇 ２チーム 

矢部広域病院 上益城 １チーム 

熊本労災病院 八代 １チーム 

水俣市立総合医療センター 水俣・芦北 ２チーム 

人吉医療センター 人吉・球磨 ２チーム 

上天草総合病院 天草 ２チーム 

天草中央総合病院 天草 ２チーム 

合計（１５病院） ― ３３チーム 
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６ ＤＭＡＴの派遣要請の具体的な手順 

 

 （１）派遣までの手順 

 

手順等 

 
１ 災害の覚知と情報収集 

体感、テレビ、ラジオ等のニュース速報、県の災害メール等 
→被害情報の確認 

＜県庁への参集基準＞ 
  →震度６弱以上の地震（全職員登庁） 

→担当者は必要に応じ、ＥＭＩＳを「警戒」モードに切り替え、その後登庁 
 

 
２ 県庁への登庁後の活動内容（災害対策本部が設置された場合） 
（１）危機管理防災課へ登庁の連絡 
（２）災害医療コーディネーターへの連絡（電話、ファックス、メール等） 
   医療政策課長→各コーディネーターへ直接連絡 
（３）災害対策本部内での場所の確保（医務班の席の確保） 
（４）本部内の連絡手段の確認（防災無線、FAX、インターネット環境の確認） 
（５）上位本部への災害対策本部立ち上げの連絡 
   厚生労働省 
   ＤＭＡＴ事務局 
 
 
３ ＤＭＡＴ参集基準の確認（ＤＭＡＴ待機、派遣要請基準等） 

被害情報から基準に照らし、ＤＭＡＴ派遣等の要否を検討。 
 
 

（１）情報収集 

 ＜災害対策本部内の情報グループ等からの情報収集＞ 

①被災地域における被災者数及び被災状況等の情報 

②被災地周辺の道路状況の把握 等 

    

   ＜災害対策本部医務班として直接情報収集＞ 

③被災地域内の災害拠点病院及び周辺の医療機関の被害状況の把握 

→県庁から電話等で、直接、保健所、災害拠点病院等へ情報確認 

   →保健所職員（場合によっては医療政策課職員）等を現地派遣し情報確認   

   →ＥＭＩＳを活用しての受入可能医療機関の情報確認 等 

 
（２）ＤＭＡＴ派遣要請の判断  

 
→情報収集を迅速に行い、災害医療コーディネーターの助言を受け、判断する。 

   （医療政策課長等が災害医療コーディネーターに相談し助言を受ける。） 
 
 

 

 

災害

発生 
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（２）ＤＭＡＴ待機、出動要請の手続き 

 

手順等 

１ 災害関係情報の事前周知（情報提供） 

○県からＤＭＡＴ指定病院を含む災害拠点病院へ 

→ＤＭＡＴ隊員へのＥＭＩＳでの一斉メール送信 

メール文例（豪雨災害）「今回の○○地域の豪雨災害に伴い、ＤＭＡＴの派遣を検

討しています。特に被災地周辺の熊本ＤＭＡＴ指定病院におかれましては、今後

の県からの情報に御注意下さい。」 

★情報収集した被害状況を待機基準に照らし判断（災害医療コーディネーターと連携） 

  →待機要請 

２ 待機要請 

○県から熊本ＤＭＡＴ指定病院へ 

  →ＥＭＩＳまたは電話により待機要請 

  →（要請以外のＤＭＡＴ指定病院には、ＥＭＩＳにより情報提供） 

３ 待機開始報告 

○ＤＭＡＴ指定病院から県へ 

→電話、メールまたはＦＡＸにより県へ報告 

  ※(1)ＤＭＡＴ待機及び出動の可否 

  ※(2)出動までに要する時間（見込み）を確認  

★情報収集した被害状況を出動基準に照らし判断（災害医療コーディネーターと連携） 

  →出動要請 

４ 出動 

○県からＤＭＡＴ指定病院へ 

→ＥＭＩＳまたは電話により派遣要請 

 →（要請以外のＤＭＡＴ指定病院にも、ＥＭＩＳ、電話により情報提供） 

 

５ 出動報告 

○ＤＭＡＴ指定病院から県へ 

  →電話、メールまたはＦＡＸにより県へ報告 
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２ 熊本県外からのＤＭＡＴの派遣 

県外からのＤＭＡＴの派遣は、原則として被災地域である県の派遣要請に基づき、

要請を受けた他の都道府県が派遣するものです。ただし、厚生労働省は当分の間、被

災地域の派遣要請がない場合であっても、緊急の必要があると認めるときは、都道府

県等に対してＤＭＡＴの派遣を要請することができるとしています。 

（１）ＤＭＡＴの待機要請 

ア 各都道府県、厚生労働省等は、自然災害又は人為災害が発生し、被災地域外から

の医療の支援が必要な可能性がある場合は、それぞれのＤＭＡＴ指定医療機関に対

して派遣のための待機を要請します。   

イ 次の場合には、すべてのＤＭＡＴ指定医療機関は被災の状況にかかわらず、都道

府県または厚生労働省等からの要請を待たずにＤＭＡＴ派遣のための待機を行いま

す。  

(ｱ) 東京都 23区で震度５強以上の地震が発生した場合 

(ｲ) 以外の地域で震度６弱以上の地震が発生した場合 

(ｳ) 国内で津波警報（大津波）が発表された場合  

(ｴ) 東海地震注意情報が発表された場合 

(ｵ) 国内で大規模な航空機墜落事故が発生した場合 

（２）ＤＭＡＴの派遣要請 

ア 県は、県外からの医療の支援が必要な規模の災害に対応するため、以下の基準（国

のＤＭＡＴ活動要領に規定）に基づき、管下の統括ＤＭＡＴ登録者等の意見を聴い

て、速やかにＤＭＡＴの派遣を他の都道府県、厚生労働省に要請します。 

(ｱ) 県内で、震度６弱の地震または死者数が２人以上 50人未満若しくは傷病者数

が 20名以上見込まれる災害が発生した場合  

⇒県内のＤＭＡＴ指定病院に対してＤＭＡＴの派遣を要請します。 

(ｲ) 県内で、震度６強の地震または死者数が 50人以上 100人未満見込まれる災害

が発生した場合  

⇒県内のＤＭＡＴ指定病院並びに九州・沖縄ブロックに属する県（福岡県、

佐賀県、大分県、長崎県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県）に対してＤＭＡ

Ｔの派遣を要請します。 

(ｳ) 県内で、震度７の地震または死者数が 100人以上見込まれる災害が発生した

場合  

⇒県内のＤＭＡＴ指定病院並びに全国の都道府県に対してＤＭＡＴの派遣

を要請します。 
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イ 地方ブロックの名称及び当該ブロックに属する都道府県は、次のとおりです。  

    (ｱ) 北海道ブロック：北海道  

    (ｲ) 東北ブロック：青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、新潟県  

    (ｳ) 関東ブロック：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県  

    (ｴ) 中部ブロック：富山県、石川県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、 

            愛知県、三重県  

    (ｵ) 近畿ブロック：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県  

    (ｶ) 中国ブロック：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県  

    (ｷ) 四国ブロック：香川県、愛媛県、徳島県、熊本県  

    (ｸ) 九州・沖縄ブロック：福岡県、佐賀県、大分県、長崎県、熊本県、宮崎県、 

鹿児島県、沖縄県  

（３）各都道府県ＤＭＡＴの派遣 

ア 本県または厚生労働省から派遣要請を受けた都道府県は、管内のＤＭＡＴ指定医

療機関に派遣を要請し、派遣要請を受けたＤＭＡＴ指定病院は、待機が完了してい

るＤＭＡＴから順次派遣を行います。  

イ 本県または厚生労働省が指定する参集拠点（災害拠点病院、航空搬送拠点等）に

参集し、そこで活動内容の指示を受けます。 

ウ 参集してくるＤＭＡＴは、ＥＭＩＳに携行資機材や構成メンバー、連絡先（衛星

携帯電話番号等）、現在の移動場所などを入力しながら参集してくるため、その情

報は医療救護対策室等からも確認できます。 

エ 医療資機材や通信手段、移動手段や食料、水、寝袋など自己完結を前提とした装

備を有して参集してきます。 

（４）熊本県内でのＤＭＡＴの指揮・調整 

  ア 医療救護対策室は、県内で活動する全てのＤＭＡＴを、医療救護対策室内に設置

するＤＭＡＴ熊本県調整本部を通じて統括します。 

  イ ＤＭＡＴ熊本県調整本部は、医療救護対策室の指揮の下、県内で活動する全ての

ＤＭＡＴの指揮・調整及び各ＤＭＡＴ活動拠点本部の設置を行います。 

  ウ 被災地域の各ＤＭＡＴ活動拠点本部及びＤＭＡＴ・ＳＣＵ本部は、ＤＭＡＴ熊本

県調整本部の指揮の下、被災地域内で活動するＤＭＡＴの病院支援活動、現場活動

及び広域医療搬送などの直接的な指揮・調整を行います。 

  エ 各ＤＭＡＴ本部は、病院支援、現場活動及びＳＣＵ活動を指揮するために、必要

に応じてＤＭＡＴの活動場所に指揮所を設置します。 
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  オ 県内の病院に支援に入るＤＭＡＴは、当該施設の管理者の指揮下に入り支援活動

を行います。 

（５）ＤＭＡＴロジスティックチーム 

    県は、災害の規模に応じて、厚生労働省・ＤＭＡＴ事務局と調整のうえ、他の都

道府県、厚生労働省に対してＤＭＡＴロジスティックチーム隊員の派遣を要請しま

す。 
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 ＜マニュアル５＞ ＤＰＡＴ（災害派遣精神医療チーム）                          

 ＤＰＡＴとは 

自然災害や犯罪事件・航空機・列車事故等の集団災害が発生した場合、被災地域の精

神保健医療機能が一時的に低下し、さらに災害ストレス等により新たに精神的問題が生

じる等、精神保健医療への需要が拡大します。 

このような災害の場合には、被災地域の精神保健医療ニーズの把握、他の保健医療体

制との連携、各種関係機関等とのマネジメント、専門性の高い精神科医療の提供と精神

保健活動の支援が必要となります。 

このような活動を行うため、専門的な研修・訓練を受けた災害派遣精神医療チームが

ＤＰＡＴです。 

１ ＤＰＡＴの概要 

（１）ＤＰＡＴ熊本県調整本部 

ア ＤＰＡＴ熊本県調整本部の設置 

事務局として熊本県障がい者支援課の職員がその事務を担い、必要に応じて熊本

県精神科協会の協力を得ます。 

・県外派遣の場合：厚生労働省（ＤＰＡＴ事務局）又は被災都道府県から派遣の依

頼を受けたときは、「ＤＰＡＴ熊本県調整本部」を熊本県障がい

者支援課内に設置します。 

・県内派遣の場合：県災対本部の設置に連動して、医療救護対策室内に「ＤＰＡＴ

熊本県調整本部」を設置します。 

イ 調整本部の業務 

・県外派遣の場合：被災地域の情報の収集、厚生労働省（ＤＰＡＴ事務局）との情

報共有、派遣する熊本ＤＰＡＴの調整・管理、熊本ＤＰＡＴ体制

整備運営委員会を臨時で開催（継続的な派遣が必要な場合） 

・県内派遣の場合：県内被災情報の収集、厚生労働省（ＤＰＡＴ事務局）との情報

共有、被災の規模に応じて厚生労働省（ＤＰＡＴ事務局）に他県

ＤＰＡＴの派遣を要請、派遣する熊本ＤＰＡＴの調整・管理、Ｄ

ＰＡＴ現地活動拠点の設置、県内で活動する全てのＤＰＡＴの指

揮・調整、県災対本部との連絡・調整 
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（２）ＤＰＡＴ現地活動拠点（県内被災時） 

ＤＰＡＴ熊本県調整本部が指定した場所に設置し、熊本県障がい者支援課の職員を

配置（保健所圏域単位・市町村単位など） 

ア 現地活動拠点の業務 

   ・ＤＰＡＴ熊本県調整本部との連絡・調整 

・参集したＤＰＡＴの指揮・調整 

・地域の情報収集（被災状況、地域の精神保健医療の状況等） 

（３）ＤＰＡＴの活動 

ア 本部活動（ＤＰＡＴの指揮調整、情報収集、関係機関等との連絡調整等） 

イ 情報収集とニーズアセスメント（被災が予想される精神科医療機関、避難所、医

療救護所等の状況把握、精神保健医療に関するニーズアセスメント） 

ウ 情報発信（活動内容の報告、被災地域の関係機関等への情報発信等） 

エ 被災地での精神科医療の提供 

オ 被災地での精神保健活動への専門的支援 

カ 被災した医療機関への専門的支援（患者避難への支援を含む） 

キ 支援者（地域の医療従事者、救急隊員、自治体職員等）の支援 

ク 精神保健医療に関する普及啓発 

ケ 活動記録（活動地域やＥＭＩＳ，ＤＭＨＩＳＳへの記録） 

コ 活動情報の引き継ぎ（後続ＤＰＡＴへの情報の引き継ぎ、医療機関のスタッフや

避難所の担当者や保健師への情報の引き継ぎ） 

サ 活動の終結（被災都道府県のＤＰＡＴ調整本部の助言を踏まえて決定 

 

（４）熊本県内でのＤＰＡＴの指揮・調整 

  ア 医療救護対策室は、県内で活動する全てのＤＰＡＴを、医療救護対策室内に設置

するＤＰＡＴ熊本県調整本部を通じて統括します。 

  イ ＤＰＡＴ熊本県調整本部は、医療救護対策室の指揮の下、県内で活動する全ての

ＤＰＡＴの指揮・調整及びＤＰＡＴ現地活動拠点の設置を行います。 

  ウ 被災地域のＤＰＡＴ現地活動拠点は、ＤＰＡＴ熊本県調整本部の指揮の下、被災

地域内で活動するＤＰＡＴの直接的な指揮・調整を行います。 
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（５）熊本ＤＰＡＴの整備状況 

   県内には、熊本県精神保健福祉センターで編成するＤＰＡＴの他に、熊本ＤＰＡＴ

として登録した精神科医療機関「熊本ＤＰＡＴ登録機関」が 22 病院あります。この

内、単一病院で編成できるチームは 24 チームあります。（平成 29 年 10 月 31 日現在） 

   熊本ＤＰＡＴ登録機関  ※（ ）は単一病院のＤＰＡＴチーム数です。 

   ・城ヶ崎病院（１）         ・荒尾こころの郷病院        ・国立菊池病院（１） 

   ・菊陽病院             ・阿蘇やまなみ病院（１）      ・希望ヶ丘病院（１） 

   ・益城病院（２）          ・あおば病院            ・平成病院（１） 

   ・八代更生病院（１）        ・みずほ病院            ・吉田病院（１） 

   ・熊本大学医学部附属病院      ・県立こころの医療センター（１）  ・くまもと青明病院（１） 

   ・ニキハーティーホスピタル（２）  ・くまもと悠心病院（１）      ・国立熊本医療センター（１） 

   ・明生病院（２）          ・桜が丘病院（４）         ・弓削病院（２） 

   ・城山病院（１） 
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 ＜マニュアル６＞ 広域医療搬送              

１ 広域医療搬送の概要 

（１）目的 

 広域医療搬送の目的は、被災地域内の医療施設での治療が困難なため被災地域外の

医療施設において緊急に手術や処置などを行うことにより、生命・機能予後の改善が

十分期待され、なおかつ搬送中に生命の危険の少ない病態の患者を、被災地域外の医

療施設まで迅速に搬送し治療することです。 

 

 

（２）広域医療搬送の適用 

（広域医療搬送の適用となる重症者の症状例） 

   次のア～ウに該当する症状の患者は広域医療搬送の適用患者として判断しますが、

絶対基準ではなくあくまでも相対基準であることに留意が必要です。 

   ア 頭、胸、腹部等に重症の外傷がある患者 

   イ 身体の一部が家屋に挟まれた等の既往がある患者（クラッシュ症候群） 

患者搬送の流れ

ＤＭＡＴの流れ

関西国際空港

厚木基地

新潟空港

広島空港

松山空港

ＣＨ－４７

ＣＨ－４７

大分空港
ＳＣＵ

鹿児島空港
ＳＣＵ

大分スポーツ
公園ＳＣＵ

熊本空港
ＳＣＵ

新田原基地
ＳＣＵ

被災地
（大分県）

非被災地
（熊本県）

被災地
（宮崎県）

被災地
（鹿児島県）

Ｃ－１３０

Ｃ－１３０

Ｃ－１３０

Ｃ－１３０

ＣＨ－４７

ＣＨ－４７

Ｃ－１３０
機動衛生ﾕﾆｯﾄ

Ｃ－１３０
機動衛生ﾕﾆｯﾄ

図 6-1 大型回転翼機を使用した広域医療搬送活動の概要 
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   ウ 全身に中等度以上の熱傷がある患者（20≦BI≦50） 

（３）不搬送基準 

   次のア～ウに該当する症状の患者は広域医療搬送の不適用患者として判断しますが、

絶対基準ではなくあくまでも相対基準であることに留意が必要です。 

ア 四肢体幹外傷 

Fi02 1.0 下の人工呼吸で、Sp02 95％未満 

急速輸液 1,000ml 後に、収縮期血圧 60mmHg 以下 

イ 頭部外傷 

     意識が GCS≦8 または JCS 三桁で、かつ両側瞳孔散大 

     頭部 CT で中脳周囲脳槽が消失 

  ウ 広範囲熱傷 

      BI>50   

 

２ 主な機関の役割分担 

（１）国の役割 

  ア ＤＭＡＴの派遣調整 

  イ 広域医療搬送用航空機の確保・運航（広域医療搬送計画の策定） 

  ウ 被災地域外の都道府県への、広域医療搬送患者の被災地域外での搬送手段及び受

入医療機関の確保の要請 

（２）被災県の役割 

  ア 被災地域内の航空搬送拠点の確保 

  イ 被災地域内の航空搬送拠点での航空搬送拠点臨時医療施設（ＳＣＵ）の設置・運

営 

  ウ 災害拠点病院から航空搬送拠点内ＳＣＵまでの、患者搬送手段の確保・調整 

（３）ＤＭＡＴの役割 

  ア 被災地域内の災害拠点病院における広域医療搬送適用患者の選定 

  イ ＳＣＵにおけるトリアージ及び医療活動 

  ウ ＥＭＩＳの医療搬送機能（ＭＡＴＴＳ）の運用 

  エ 地域医療搬送及び広域医療搬送中の患者の管理、応急処置 
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３ ＳＣＵの設営 

（１）ＳＣＵ（航空搬送拠点臨時医療施設）とは 

ア 被災地域内の災害拠点病院等から搬送されてくる広域医療搬送適用患者を一時収

容し、同患者の症状の安定化を図り、広域医療搬送のためのトリアージを実施する

ための臨時の医療施設として、必要に応じて被災地域及び被災地域外の航空搬送拠

点に設置されるもの。 

イ ＳＣＵ設置主体  熊本県 

ウ 運営方法     熊本県とＤＭＡＴが連携して運営 

エ ＳＣＵ資機材   熊本県で事前に確保するものとＤＭＡＴが持参する資機材 

（２）ＳＣＵの設置・運営における役割 

（現地対策室） 

ア ＳＣＵ展開に必要な資機材の準備 

イ 参集したＤＭＡＴ及びＳＣＵ管理協力病院と協力してＳＣＵを設置 

ウ 熊本県ＳＣＵ本部の設置・運営 

（要員の配置、通信連絡体制の確保、患者搬送班の編成など） 

エ ＤＭＡＴが立ち上げるＤＭＡＴ・ＳＣＵ本部との連携 

（ＤＭＡＴ） 

ア ＳＣＵ医療資機材を可能な範囲で持参 

イ 医療救護対策室及びＳＣＵ管理協力病院と協力してＳＣＵを設置 

ウ ＤＭＡＴ・ＳＣＵ本部（及びＤＭＡＴ・ＳＣＵ指揮所）の立ち上げとチームビル

ディング 

エ ＳＣＵ活動の実施 

（ＳＣＵ管理協力病院） 

  ア ＳＣＵ管理協力病院は、熊本市内又は熊本市近隣の災害拠点病院とし、保管して

いるＳＣＵ資機材の設置準備（医療救護対策室と協力） 

  イ 県及びＤＭＡＴと協力してＳＣＵを設置 
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４ 広域医療搬送実施の流れ 

（１）広域医療搬送の発動 

ア 医療機関からの情報収集等で、医療救護対策室で広域医療搬送の必要性を確認 

 イ 県災対本部から、国（内閣府）へ広域医療搬送の実施を要請 

ウ 国において広域医療搬送の実施が決定（国から決定の連絡があります。） 

（２）広域医療搬送の準備 

ア 被災地域内の災害拠点病院において広域医療搬送適用患者を選定し、ＳＣＵへの

搬送準備 

イ 被災県が航空搬送拠点内にＳＣＵを設置 

ウ ＤＭＡＴによるＳＣＵへの広域医療搬送適用患者の受け入れ準備 

（３）広域医療搬送の計画 

 ア 国が広域医療搬送計画を策定し被災県へ提示 

 (ｱ) 予定離発着時刻 

 (ｲ) 経  路： どのＳＣＵからどの県外の航空搬送拠点へ 

（ｳ）搬送手段： C-1（輸送機）、C130（輸送機）、CH47（大型ヘリ）等 

※ 航空機運航の追加決定あり 

搬送班
（自治体・消防団等）

ＤＭＡＴ・ＳＣＵ指揮所

DMAT

活動指揮
医療ニーズ
情報管理

搬送等調整
ロジステ
ィクス

連絡係

MATTS担当

搬送部門診療部門

診療リーダー

診療サブリーダー 看護師リーダー

搬入管理 診療部門ロジ

受付 医療資機材管理

診療担当

CH-47等 UH-1等

※指揮所レベルの
場合、搬送部門は
必要に応じて設置

※陸路搬送も必要
に応じて設置

ＳＣＵ指揮所リーダー

活動
記録

図 7-2 ＳＣＵの運営体制 
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 イ 被災県が地域医療搬送（域内搬送）計画を策定し提示（国の広域医療搬送計画を

踏まえて作成） 

（ｱ）予定離発着時刻 

（ｲ）経  路： どの災害拠点病院からどのＳＣＵへ 

（ｳ）搬送手段： 救急車、ヘリコプター（消防、自衛隊、ドクターヘリ等）等 

※ 災害拠点病院での広域医療搬送適用患者の選定に合わせて追加決定あり 

（４）広域医療搬送の実施 

 ア 県が地域医療搬送計画に基づき、災害拠点病院からＳＣＵへの広域医療搬送適用

患者を搬送 

 イ ＤＭＡＴと県によるＳＣＵ活動 

ウ 自衛隊機によるＳＣＵから県外の航空搬送拠点への搬送 

エ 国による県外の航空搬送拠点での搬送先病院の決定及び搬送 
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 ＜マニュアル７＞ ＥＭＩＳ（広域災害救急医療情報システム）                        

１ ＥＭＩＳの概要 

（１）ＥＭＩＳとは 

ア ＥＭＩＳとは、国（厚生労働省）が運用している「広域災害救急医療情報システ

ム（Emergency Medical Information System）」のことで、災害発生時に、各医

療機関の情報入力または都道府県による代行入力により、被災した都道府県を越え

て各医療機関の被災状況や患者受入状況などの災害医療に関わる情報を共有し、被

災地域での迅速かつ適切な医療救護活動のための各種情報を集約し提供していくた

めのシステムです。 

  〔http://www.wds.emis.go.jp/〕 

イ また、ＤＭＡＴの派遣要請、活動状況（出動、移動、活動、撤収等）について一

元的に管理を行い、その情報を関係者間で共有するＤＭＡＴ管理機能、医療搬送患

者の情報、搬送航空機等の管理を行い、搬送先である被災地外の医療機関、ＤＭＡ

Ｔ等と情報共有する医療搬送患者管理機能があります。 

ウ さらに、ＤＭＡＴが急性期に避難所の状況調査（アセスメント）を実施すること

を想定した機能、救護所の患者情報等を共有する機能、亜急性期以降の医療チーム

の活動状況を共有する機能などが備えられています。 

エ ＥＭＩＳの具体的操作については、ＥＭＩＳ上にも掲載されている、「操作説明

書」をダウンロードしてご覧ください。 

（関係者メニューへのログイン可能機関） 

   ○医療政策課（医療救護対策室） 

   ○保健所（現地対策室） 

   ○災害拠点病院 

○二次救急病院 

〇各医師会 

   ○各消防本部              

（２）関係者メニューへのログイン方法 

  （注）メニューへログインするための機関コード、パスワードは、関係機関が登録時

に医療政策課からお知らせしているものです。 
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① ＥＭＩＳのトップ画面で「災害関係者ログイン」をクリック 

 

 ② 「機関コード」、「パスワード」、「所属（都道府県名）」を入力してログイン

 

「災害関係者ログイン」をクリック 

「機関コード」、「パスワード」を入力し

ます。 

「所属」を「熊本県」にしてログインを

クリックします。 
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２ 災害時の運用 

（１）運用の切り替え 

医療救護対策室が災害運用への切り替えを行います。 

（２）院内状況の入力 

①「緊急時入力」を行います。 

 

 

 

  

まず「緊急時入力」を入力し、その後

「詳細入力」を入力します。 
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【緊急時入力画面】 

 

 

 

 ②「詳細入力」を行います。 

ある程度、病院内の状況が把握できた頃に具体的な被災状況、医療提供体制の実

績等を入力します。全項目を一度に入力する必要は無く、状況が判明次第、その都

度、入力を実施してください。（数字は半角。） 

 

 

被災状況を選択入力 
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【詳細入力画面】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

該当する事項を選択、または数字を入力する。 
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（３）医療機関の状況の閲覧 

① 医療機関状況の閲覧・出力 

  関係者メニューの「災害共通」、「医療機関等・支援状況モニター」を選択 

 

 

検索範囲を絞る

検索範囲を絞る

表示範囲を絞る

検索条件で「熊本県」を選択します。 

キーワードで絞り込みも可能です。 
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（４）ＤＭＡＴの活動状況の閲覧 

   関係者メニューの「災害共通」、「活動状況モニター」を選択 

 

 

 

 

検索条件で「熊本県」を選択します。 

キーワードで絞り込みも可能です。 

検索結果画面 
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（５）医療搬送（ＭＡＴＴＳ） 

ア 広域医療搬送を行う場合、被災地域内から搬送される広域医療搬送適用患者の情

報を被災地域内のＳＣＵから県外の航空搬送拠点を経由し、最終受け入れ病院まで、

逐次入力、更新、閲覧できるようにします。 

域内
搬送

災害医療
対策本部

災害拠点病院 ＳＣＵ
被災地内
航空搬送拠点

ＳＣＵ
被災地外
航空搬送拠点

受入病院

インターネット

閲覧

閲覧

閲覧
情報入力

閲覧
情報更新

閲覧
情報更新

閲覧

１

２

３

厚生労働省等

域内
搬送

広域
搬送

① 関係者メニューの「医療搬送」、「医療搬送患者登録」をクリックします。 
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② 医療搬送患者の登録 

・広域医療搬送の患者登録は、被災地域内のＳＣＵにおいて、ＤＭＡＴのＳＣＵ

担当者が実施します。 

・被災地域外の航空搬送拠点及び最終受入病院は、搬送適用患者の状況の登録を

行います。 

 

 

イ ＤＭＡＴ事務局が、搬送で使用する航空機の情報を登録します。あわせて出発日

時や離発着するＳＣＵ等を登録します。 

ウ ＳＣＵでは、航空機への搬送適用患者を登録し、搭乗者名簿も作成します。その

他、航空機状況の更新を行います。 

 ① 関係者メニューの「災害共通」、「搭乗者名簿作成」をクリックします。 

 

必要事項を記載して

「登録」をクリックす

ると完了します。 
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② 条件を設定して、「検索」をクリックします。 

 

 

③ 搭乗者名簿を作成したい航空機を選択します。 

 

     

  

必要事項を記載して「登録」を

クリックすると完了します。 
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④ 搭乗者名簿更新画面で必要事項を入力し、「更新」をクリックします。 

     患者情報の更新、削除等も同様です。 

 

⑤ 「災害共通」のメニューから、広域医療搬送適用患者の状況を、県災害医療対策

本部、厚生労働省等の関係機関が閲覧できます。 
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 ＜マニュアル８＞ 避難所の医療ニーズ調査                    

１ 調査の必要性 

（１）目的 

ア 災害が発生すると避難所に多くの避難者が集まりますが、東日本大震災では、特

に津波被害のあった地域で行政機関も大きな被害を受け、避難者の所在や医療ニー

ズ等の情報が伝わらず、結果として医療救護活動の開始が遅れ、避難者の健康状態

が悪化してしまったことが報告されました。また、平成 28年熊本地震でも、アセス

メントシートが統一されていなかったため、避難所の医療ニーズ調査において混乱

が生じました。今後の災害にあっても同様のことが考えられますので、医療チーム

の医療支援を必要としている場所に早期に派遣するため、避難者の怪我や健康の状

態を速やかに調査する必要があります。 

イ この調査は、あらかじめ指定していた避難所（指定避難所）以外の、自然発生的

にできた避難所や在宅で孤立している地区についても可能な限り行います。 

（２）調査の実施主体 

ア 市町村災害対策本部は、発災後、速やかに避難所等の状況調査を行い、医療など

のニーズを把握します。 

イ 市町村が福祉避難所として指定する社会福祉施設等の既存の施設においては、市

町村担当者が必要な医療ニーズをとりまとめ、市町村災害対策本部に連絡します。 

ウ 市町村が被災などにより医療ニーズの調査を行えない場合には、現地対策室に調

査の代行を依頼します。依頼を受けた現地対策室は、参集する医療チームや災害拠

点病院等と調整し、調査を実施します。調査の実施にあたっては、市町村は可能な

限り、避難所が設置されている、またはされていることが予想される場所へ調査チ

ームを案内する等の協力を行います。 

（３）調査の方法 

（調査様式） 

ア 調査項目は、避難所の名称、リーダーの氏名、医療救護の提供体制、水、電気な

どのライフライン、簡単な衛生状態、負傷者、疾病による症状や発熱等の体調変化

を訴える患者のほか、小児科や精神科、産婦人科、歯科等の特に医療面のケアが必

要な患者の概数等です。 
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イ 調査は、次頁の「避難所情報 日報」（様式８－１）、「健康相談票」（様式８

－２）を使用して行います。 

ウ 詳細な情報よりも医療チームの派遣に必要な医療ニーズの概略を速やかに把握す

ることが目的ですので、個々の調査に時間をかけすぎないように留意します。福祉

避難所の取りまとめもこれに準拠して行います。 

エ 避難所の調査については、ＥＭＩＳの「避難所状況入力」の機能を用いることも

可能です。この機能は、ＤＭＡＴ等が避難所において収集した情報を、ＥＭＩＳに

より入力することができます。 

（調査の取りまとめと関係機関との連携） 

オ 市町村災害対策本部（調査を代行する場合は、現地対策室。）は、調査をもとに

避難所ごとの状況をエクセルファイル等に取りまとめ関係機関と情報を共有します。

その上で、避難所ごとに医療救護活動の必要の程度及び種類を把握し、地元医師会

等の協力を得て避難所に対する医療救護を調整するほか、現地対策室にも共通様式

４により支援を要請します。 

カ ライフラインの途絶など調査の中で判明した、医療救護以外のニーズや避難所の

状況については、それぞれの対策を所管する部署に伝達します。 

キ 避難者の健康調査は、市町村の保健担当部署が外部からの保健支援チームの協力

を得て、被災後速やかに実施します。医療救護活動と保健・衛生活動とは密接な関

わりがありますので、必要に応じて調査に同行するなど協力して実施します。また、

調査の結果は相互に共有します。 

（３）避難所等での医療救護 

ア 市町村災害対策本部は、調査の結果を受けて地元医師会等に対し医療救護活動の

実施を依頼します。地元医師会の医療スタッフが不足する場合は、市町村災害対策

本部が現地対策室に共通様式４により支援を要請します。

イ 現地対策室が調査を代行した場合、現地対策室の地域災害医療コーディネーター

は、派遣する医療救護チームについて、地元医師会及び医療救護対策室の災害医療

コーディネーターと調整します。 

ウ 医療救護対策室の県災害医療コーディネーターは、現地対策室から共通様式４に

より要請があった場合は、参集する医療チームの派遣を調整します。 

エ 避難所での医療救護活動は長期にわたり、また多数多職種の医療チームによる活

動が行われるため、市町村災害対策本部と現地対策室は、それぞれの活動拠点とな

る場所で、その日の活動報告及びそれに対する評価、次の日の活動方針などについ

て意見交換や調整が行われるよう配慮します。  
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２ 様式 

様式８－１ 

 

避難所活動の目的：

市町村名

避難所名 人 （昼：　　　　人　　夜：　　　　人）

電話 FAX 施設の広さ

メールアドレス

スペース密度 1人当たり専有面積 ㎡くらい

　氏名(立場)

　その他

自主組織　

　救護所 　有　・　無 巡回診療 　有　・　無

有　・　無

電気

ガス

水道

飲料水

固定電話

携帯電話

洗濯機

冷蔵庫

冷暖房

照明

調理設備

下水

清掃

手洗い場 無　・　有 くみ取り 無　・　有

風呂 無　・　有 （清掃状況： )

喫煙所 無　・　有 （分煙：　 無　・　有 )

清掃状況 床の清掃 無　・　有

無　・　有 履き替え 無　・　有

粉塵 無　・　有 生活騒音

寝具 無　・　有 無　・　有

ペット対策 無　・　有 無　・　有

炊き出し 無　・　有 残品処理

不良　・　普　・　良

食事の供給
１回　・　２回　・　３回

不適　・　適

ゴミ収集場所

換気・温度・湿度等　空調管理 不適　・　適

不適　・　適

寝具乾燥対策

ペットの収容場所

環
境
的
側
面

ライフライン

設備状況と
衛生面

無　・　有

１日の食事回数

トイレ

生活環境の
衛生面

不良　・　普　・　良

普通　・　開通　・　予定（　　　　　　　　　　　　）

普通　・　開通　・　予定（　　　　　　　　　　　　）

医療の提供状況

　地域の医師との連携

現在の状況 対応

　　有(チーム数：　　　　　、人数：　　　　　人)　・　無

　　有の場合、職種（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

ボランティア
　　有(チーム数：　　　　　、人数：　　　　　人)　・　無 避難者への情報伝達手段(黒板・掲示板・マイ

ク・チラシ配布など)
　　有の場合、職種（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

組
織
や
活
動

管理統括・代表者の情報

連絡体制　/　指揮・命令系統

　　有(　　　　　　　　　　)　・　無

外部支援

過密 ・ 適度 ・ 余裕 施設の概要図(屋内・外の施設、連絡系統などを
含む)

交通機関(避難所と外との交通手段)

・公衆衛生的立場から避難所での住民の生活を把握し、予測される問題と当面の解決方法、今後の課題と対策を検討する。

・個人や家族が被災による健康レベルの低下をできるだけ防ぐための生活行動が取れるよう援助する。

避
難
所
の
概
況

所在地(都道府県、市町村名) 避難者数

避難所情報　日報
(共通様式)

活動日 記載者(所属・職名)

　年　　月　　日

無　・　有　(使用可　・　使用不可）

無　・　有　(使用可　・　使用不可）

無　・　有　(使用可　・　使用不可）

使用不可　・　使用可　（　　　箇所）

普通　・　開通　・　予定（　　　　　　　　　　　　）

普通　・　開通　・　予定（　　　　　　　　　　　　）

普通　・　開通　・　予定（　　　　　　　　　　　　）

普通　・　開通　・　予定（　　　　　　　　　　　　）

無　・　有　(使用可　・　使用不可）

無　・　有　(使用可　・　使用不可）
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様式８－１ 

 

  

市町村名

避難所名

避難所活動の目的：

・個人や家族が被災による健康レベルの低下をできるだけ防ぐための生活行動が取れるよう援助する。

うち75歳以上 配慮を要する人 要援護者数 人

うち要介護認定者数 の全体像 　うち全介助 人

人 人 　うち一部介助 人

人 　うち認知障害 人

人 外国人 人

うち身体障害児

うち知的障害児

うち発達障害児

うち身体障害者

うち知的障害者

うち精神障害者

うち発達障害者

人

人

人

人 （食物　　　　　　　人）

人

人

人

うち
乳児・幼児

うち妊婦 うち高齢者 専門的医療ニーズ

人 人 人 　小児疾患

下痢 人 人 人 　精神疾患

嘔吐 人 人 人 　周産期

発熱 人 人 人 　歯科

咳 人 人 人

便秘 人 人 人

食欲不振 人 人 人

頭痛 人 人 人

不眠 人 人 人

不安 人 人 人

歯の痛み 人 人 人

義歯の不具合 人 人 人

全体に対応した内容

課題(アセスメント）/引継ぎ事項

災害対策本部等に求めること

人

人

記載者(所属・職名)

　年　　月　　日

活動日避難所避難者の状況　日報
(共通様式)

人

人

人

人

人

人

感染症症状、その他

アレルギー疾患児・者

人

外傷

人

人

服
薬
者
数

うち高血圧治療薬

うち糖尿病治療薬

うち向精神薬

人

有
症
状
者
数

人数の把握

服薬者

人

人

・公衆衛生的立場から避難所での住民の生活を把握し、予測される問題と当面の解決方法、今後の課題と対策を検討する。

対応・特記事項

人

本日の状態

配
慮
を
要
す
る
人

人

うち妊婦健診受診困難者数

人幼児・児童

高齢者

障害者

在宅酸素療養者

人工透析者

感
染
症
症
状

総数

難病患者

対応・特記事項

乳児

産婦

妊婦

人

人

人

人

◎有（緊急）・○有（≠緊急）・×無

ま
と
め

防
疫
的
側
面

そ
の
他

風邪様症状
(咳・発熱などの動向)

人

食中毒様症状
(下痢、嘔吐などの動向)

食事への配慮
を要する人

人

人

人

◎有（緊急）・○有（≠緊急）・×無

◎有（緊急）・○有（≠緊急）・×無

◎有（緊急）・○有（≠緊急）・×無

◎有（緊急）・○有（≠緊急）・×無

対応・特記事項

人
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様式８－２ 

 

健康相談票(共通様式）

・面接 ・訪問

・電話 相談日

保管先 ・その他 時間

場所

年齢

　　　　歳

家族状況

なし・あり（中断　・　継続）　内服薬名（　　　　　　　　　　　　　）

医療機関名

在宅医療　・　人工透析 被災前：

被災後：

食事制限

なし 血圧測定値

あり 最高血圧：

最小血圧：

食事 保清 排泄 意思疎通 判断力・記憶

自立

一部介助

全介助

備考
（必要器具等）

支援内容

解決
継続

自宅倒壊・ライフライン不通・避難勧告・精神的要因（恐怖など）
その他（　　　　　　　　　　　　）

その他

　　　年　　月　　日

担当者(自治体名）

日
常
生
活
状
況

相談内容

今後の支援方針

身
体
的
・
精
神
的
な
状
況

個
別
相
談
活
動

衣類の着脱

・精神保健福祉手帳（　　級）

・その他護保険(介護度　　　　　　　　）

制度の利用状況

既往歴 現在治療中の病気 内服薬

独居・高齢者独居・高齢者のみ世帯

家族問題あり（　　　　　　　　　　）

・介護保険(介護度　　　　　　　　）

・身体障害者手帳（　　　　　　級）

・療育手帳（　　　　　級）

被災の状況

家に帰れない理由

①頭痛・頭重②不眠③倦怠感④吐き気⑤めまい
⑥動悸･息切れ⑦肩こり⑧目の症状⑨咽頭の症
状⑩発熱⑪便秘／下痢⑫食欲⑬体重減少⑭精
神運動減退／空虚感／不満足／決断力低下／
焦燥感／ゆううつ／精神運動興奮／希望喪失／
悲哀感⑮食べにくい／むせや咳き込み／口の渇
き／入れ歯の不具合⑯その他

医療器材・器具高血圧、脳血管疾患、
高脂血症、糖尿病、
心疾患、肝疾患、
腎疾患、精神疾患、
結核、難病、
アレルギー、その他
（　　　　　　）

高血圧、脳血管疾患、
高脂血症、糖尿病、
心疾患、肝疾患、
腎疾患、精神疾患、
結核、難病、
アレルギー、その他
（　　　　　　）

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

水分（　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　　　　　　　

内容（　　　　　　　　　　　　　　　　）

現在の状態（自覚症状ごとに発症時期・持続・転帰を記載） 具体的自覚症状（参考）

連絡先

連絡先

連絡先

　男・女

生年月日

M・T・S・H　　　　年　　月　　日

避難場所

①現住所

　性別

初回・（　　）回

情報源、把握の契機/相談者がいる場合、本人との関係・連絡先

　（　　　　　　　　　　）

方法 対象者

氏名（フリガナ）

被災前住所

②新住所
基
本
的
な
状
況

乳児　　幼児

妊婦　　産婦　　高齢者

障害者

その他（　　　　　　　）
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■機関区分（区分の枠に番号を記入すること）
　①救護所　②救護病院　③災害拠点病院　④市町村本部　⑤県医療支部　⑥県医療本部　⑦その他医療機関

担当者 担当者 担当者 担当者

機関名 区分 機関名 区分 機関名 区分 機関名

担当者 担当者 担当者 担当者

参集場所 備考

派遣期間 移動手段 医療従事者所属機関

月　　日～ 月　　日

県医療本部派遣人員

派遣場所
医師 歯科医師 薬剤師 看護師

その他
医療職

事務職員

派遣期間 移動手段 医療従事者所属機関

月　　日～ 月　　日

県医療支部派遣人員

派遣場所
医師 歯科医師 薬剤師 看護師

その他
医療職

事務職員

派遣期間 移動手段 医療従事者所属機関

月　　日～ 月　　日

医療従事者等派遣応諾連絡書

市町村派遣人員

派遣場所
医師 歯科医師 薬剤師 看護師

その他
医療職

事務職員

必要人員

活動場所
医師 歯科医師 薬剤師 看護師

その他
医療職

事務職員

医療従事者等派遣要請書

   月 　日 　時　 分    月 　日 　時　 分    月 　日 　時　 分    月 　日 　時　 分

区分

  月 　日 　時　 分   月 　日 　時　 分   月 　日 　時　 分   月 　日 　時　 分
連絡

要請

連絡 連絡

要請 要請

共通様式４ 
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 ＜マニュアル９＞ 災害診療記録・災害処方箋・お薬手帳                      

１ 目的 

（１）必要性 

ア 避難所や福祉避難所などでの診療や投薬などを実施した場合、診療記録があいま

いになりがちで、また、患者自身が居所を移動することなどで事後の診療の際にこ

れまでの治療歴がわからないなどの課題があります。 

イ このため、これらの場所における医療活動では、通常の診療録（カルテ）に代わ

り次の「災害診療記録」（様式 9-1）を使用します。 

ウ なお、災害現場や救護所での診療については、トリアージタッグを治療履歴の記

録と後方病院への申し送りに利用します。 

（２）災害診療記録 

ア 災害診療記録は、避難所や福祉避難所等で医療チームなどが診療を行う場合に使

用します。 

イ 医療チームは治療終了後、当該診療記録の記載事項を転写（コピー、写真撮影等）

または記録簿等に転記し保存するとともに、当該診療記録を患者本人に交付し、常

に携行するよう指導します。 

ウ なお、災害診療記録の使用は通常の診療録（カルテ）による記録等を妨げるもの

ではありませんが、その場合も患者の避難所移動等の可能性を考慮し、必要な診療

情報の患者への交付に努めるものとします。 

エ 患者へ交付されなかった災害診療記録については、当該避難所等を管轄する保健

所において、当該保健所の責任の下で保存することとします。 

 

（３）災害処方箋 

ア 大規模災害時には、全国から多数の医療チームの支援を受け、種々の災害処方箋

の様式が使用されることから、救護所等での円滑な調剤業務の確保に資するため、

県下で使用する災害処方箋の標準様式を様式 9-2のとおりとします。 
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（４）お薬手帳 

ア 「お薬手帳」は平時から処方された薬の名前や量、処方先などの情報を記載し、

患者自らが所持するもので、災害時には服薬内容やアレルギーの有無、副作用歴な

どがわかることから、迅速で的確な治療や処方につながります。このため、避難時

も可能な限り携行し、受診時に医療チームに提示することが推奨されます。 

イ 避難所での診療等では、「災害時医療カルテ」のほかこの「お薬手帳」の自由記

載欄を活用して治療履歴を記載します。  
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２ 様式（様式 9-1） 
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《患者さんへ》  

※ この「災害時医療カルテ」は、避難所や巡回診療でのあなたの診療履歴を記録す

るものです。大切に保管し、次に避難所や巡回診療で診察を受けるときにも必ず医

師に見せてください。 

※ また、病院が復旧し、かかりつけの病院・診療所ができたら診療記録を引き継ぎま

すので、このカルテは医師に渡してください。 

《医療救護活動にあたる医師の方へ》 

※ 避難所や巡回診療など通常のカルテがない場合に、この災害時医療カルテを使

用してください（お薬手帳を持っている場合は、その自由記載欄に書いても結構で

す）。 

※ ２度目以降についても、後日の診断の参考となるようこのカルテに記載してください。

通常の医療機関を受診できるようになれば、このカルテを引き継ぐことになります。 

《一般の医療機関の医師（かかりつけ医など）の方へ》 

※ このカルテを持参した患者さんのこれまでの受診履歴が記載されています。受診

の際には、これを回収・保管し、診療の参考としてください。 
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災害処方箋 
  
 

 

 

 

患 
 

者 

氏 

名 

 
男
・
女 

 

 

明 ・ 大 ・ 昭 ・ 平   年   月   日生 

 

 

処方医師氏名 

            

交付年月日 平成   年   月   日 
 

 連絡先（スマホ・携帯電話番号等） 
 

処方箋の使用期間 交付の日を含めて 4日以内 
  

 

処

 
 

 
 

 
 

 
 

方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備 
 

考 

 

患者の連絡先（スマートホン・携帯電話番号等） 

 

 

 

調剤済 

年月日 
平成   年   月   日 

調剤した 

薬剤師氏名 

・連絡先 

 

調剤した薬剤師の所属する 

組織の名称 

 

調剤した医療救護所等の 

名称及び所在地 

 

 

様式 9－2 

医療救護所等の名称・所在地 

所属する医療支援チーム等の名称 
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 ＜マニュアル 10＞ 災害医療コーディネーター                      

１ 県災害医療コーディネーターの活動 

（１）初動 

  ア 医療救護対策室が設置されたときは、直ちに参集するよう努めます。参集が困難

な場合は、使用可能な情報伝達手段を用いて医療救護対策室と連絡をとり、今後の

活動について調整します。 

  イ 医療救護対策室にＤＭＡＴ熊本県調整本部が設置されたときは、状況に応じて当

該本部の本部長を兼ねます。 

  ウ 医療救護対策室に参集後は、県内の関係機関及び災害薬事コーディネーター、各

分野のリエゾンと連携して被災状況及び医療資源の情報等を収集します。また、地

域災害医療コーディネーターと県内の被災状況等に関する情報を共有します。 

（２）主な業務内容 

  ア 県が行う災害医療対策に対して医療の専門的見地からの助言を行います。 

  イ 被災地等における医療ニーズの把握及び分析を行います。 

ウ ＤＭＡＴの派遣要否の検討、県が行うＤＭＡＴ派遣要請の助言を行います。 

エ 災害急性期における傷病者の受入医療機関の調整を行います。 

オ 被災地等への医療チーム等の派遣調整を行います。 

カ 県外から派遣される医療チーム等の受入調整を行います。 

  キ その他知事が必要と認めた事項を行います。 

・ 地域災害医療コーディネーターや関係機関と各種支援に関する情報を共有し、

状況の変化に応じて、支援策の見直しについて関係者と協議し、実施します。 

    ・ 県内で各種医療支援に関する課題が生じた場合は、これを解決するために、

関係者との調整を行います。 
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２ 地域災害医療コーディネーターの活動 

（１）初動 

ア 現地対策室が設置されたときは、直ちに参集するよう努めます。参集が困難な場

合は、使用可能な情報伝達手段を用いて現地対策室にその旨を伝え、今後の活動に

ついて調整します。 

  イ 保健所管内の地域災害医療サポートチーム及び災害薬事コーディネーター（地域

担当）等と連携して、被災状況及び医療資源の情報等を収集します。また、医療救

護対策室の県災害医療コーディネーターと保健所管内及び県内の被災状況等に関す

る情報を共有します。 

（２）主な業務内容 

ア 保健所が行う災害医療対策に対して医療の専門的見地から助言を行います。 

イ 被災地における医療ニーズの把握及び分析を行います。 

ウ 被災地に派遣された医療チーム及び自主的に参集した医療チーム等の配置調整を

行います。 

エ 傷病者を受け入れる医療機関の調整を行います。 

オ 被災地の地域災害医療コーディネーター及び熊本市地域災害医療コーディネータ

ー業務の応援又は代行を行います。 

カ 県災害医療コーディネーター及び熊本市地域災害医療コーディネーターとの情報

共有及び支援調整を行います。 

キ その他知事が必要と認めた事項を行います。 

    ・ 県災害医療コーディネーターや関係機関と各種支援に関する情報を共有し、

状況の変化に応じて、支援策の見直しについて関係者と協議し、実施します。 

    ・ 保健所管内で各種医療支援に関する課題が生じた場合は、これを解決するた

めに、関係者との調整を行います。 
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参考資料 熊本県災害医療コーディネーター手引書 

 

 

熊本県災害医療コーディネーター
手引書

平成２９年３月
熊本県健康福祉部健康局医療政策課

＜目次＞

１ 熊本県災害医療コーディネーターとは ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1

２ 熊本県災害医療コーディネーターの業務の流れについて・・・・・・・・・・・ 2

３ 県から災害医療コーディネーターへの参集要請フローチャート・・・・・・・ 3

４ ＤＭＡＴの出動基準等について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4

５ 県庁関係各課の役割分担等について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 5

６ 熊本ＤＭＡＴ 連絡窓口一覧・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・ 6

７ 熊本県災害医療コーディネーター連絡先一覧・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7

※災害医療圏と災害拠点病院・ＤＭＡＴの現況

※熊本県庁配置図（県災害対策本部位置図）

取扱注意

熊本県

熊本県災害医療コーディネーターとは

◆大規模災害（※）発生時に、県の要請に応じ県庁内の
県災害対策本部に出務し、災害状況に応じた適切な医療
体制が構築されるよう県に対し助言を行う者

（※）大規模災害とは、県の災害対策本部（知事が本部長）
が設置される規模の災害のこと
→県は、県内で震度６弱以上の地震を観測した場合、

又は、県下に相当規模以上の災害が発生し、あるいは
発生する恐れのある場合、災害対策本部を設置し、
非常配備体制を整備することとしている。

◆災害状況に応じた適切な医療体制が構築されるよう助言

①県が行う災害医療対策に対する医療の専門的見地からの
助言（平時から）

②被災地等における医療ニーズの把握及び分析
③ＤＭＡＴの派遣要否の検討、県が行うＤＭＡＴ派遣要請
の助言
④災害急性期における傷病者の受入医療機関の調整
⑤被災地等への医療救護班等の派遣調整
⑥県外からのＤＭＡＴ、医療チーム等の受入調整
⑦その他知事が必要と認めた事項

業務内容

定義

１ 熊本県災害医療コーディネーターとは

○避難所の対応（市
町村等）

○こころのケア対策
（市町村等）

・ＤＭＡＴから医療救護班
等への引継ぎ

・被災地等への医療救護
班等の派遣調整等

フェーズ
２

(72H～
1,2週
間）

○救命、救急医療
（ＤＭＡＴ、自衛隊、日
赤、消防機関、災害
拠点病院等医療機
関等）

○医療救護班等の
派遣ニーズ収集（県、
保健所、市町村等）

・災害急性期における傷
病者の受入医療機関の調
整

・被災地等への医療救護
班等の派遣調整（市町村、
被災地災害拠点病院等と
の連携）

フェーズ
１

(24H ～
72H）

○災害対策本部設
置（県）

○被害状況等の情
報収集（県、保健所、
被災市町村、県医師
会、災害拠点病院、
消防、警察等）

・県からの要請を受け、県
災害対策本部へ出務

・県、市町村等が情報収
集した被害状況等を基に
ＤＭＡＴ派遣要否の検討及
び県が行うＤＭＡＴ派遣要
請の助言

フェーズ
０

（～24H）

その他の機関の動き業務内容フェーズ

業務の流れ（イメージ案）

1
熊本県
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２ 熊本県災害医療コーディネーターの業務の流れについて

①災害対策本部の設置

大規模災害発生

■危機管理部局等から本部設置の連絡①
（危機管理部局→医療政策課）
■本部内に医療救護対策室設置
（室長：健康福祉部長）

■県災害医療コーディネーターへ参集要請②
（医療政策課→県コーディネーター）

■災害対策本部内で、被災市町村、保健所、
医師会等関係団体、災害拠点病院等から
医療機関等の被災状況の情報収集、分析等

（電話、ＥＭＩＳ等を活用）④

県庁 災害医療コーディネーター

■参集の可否判断・県へ報告
（県コーディネーター→医療政策課）

■県庁（県災害対策本部※）へ参集③
※県庁新館１０階

■被災地等における医療ニーズの把握

、分析（随時）⑤
■県災害医療コーディネーターとして
災害状況に応じた適切な医療体制が

構築されるよう助言⑥

-２-

１ 県が行う災害医療対策に対する医療の専門的見地からの助言
２ 被災地等における医療ニーズの把握及び分析
３ ＤＭＡＴの派遣要否の検討、県が行うＤＭＡＴ派遣要請の助言
４ 災害急性期における傷病者の受入医療機関の調整
５ 被災地等への医療救護班等の派遣調整
６ 県外からのＤＭＡＴ、医療チーム等の受入調整
７ その他知事が必要と認めた事項

⑤災害状況に応じた適切な医療体制が構築されるよう助言

④情報収集・分析等

②県からの参集要請

③県庁への参集

県災害医療コーディネーターの業務内容

2
熊本県

県
（医
療
政
策
課
）

県災害医療コーディネーター

３ 県から災害医療コーディネーターへの参集要請フローチャート

一
斉
メ
ー
ル

病
院

（固
定
電
話
）

個
人

（携
帯
電
話
）

要請

繋がらない場合
のみ

・一旦、県災害医療コーディネーター（２０名）
全員に県から参集要請を行う。

・その後、災害状況等に応じ、コーディ
ネーターの対応者数等は随時、県で調整
を行う。

参集要請の原則

１ ２

●県（医療政策課）から
直接、県災害医療コーディ
ネーターに対し、電話及び
メールにより参集要請を行う。

●個人携帯電話への連絡に
ついては、病院への連絡が
繋がらない場合のみ使用する。

参集要請の原則

3

参集要請について

現行
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４ ＤＭＡＴの出動基準等について

ＤＭＡＴとは

本県の整備状況

【統括ＤＭＡＴの定義（厚労省）】
○大規模災害発生時に被災地域内の災害現場、患者が集中した災害拠点
病院や広域医療搬送拠点（ＳＣＵ）等において、参集したＤＭＡＴを
有機的に組織化し、指揮・命令を行うとともに消防、自衛隊、自治体
災害対策本部等関係機関との調整などを適切かつ速やかに行う者

【以下のすべての条件を満たす者】
①日本ＤＭＡＴ隊員として登録されている医師
②平時において、地方公共団体の防災計画等の策定、防災訓練等の企画
立案に携わった経験のある者
③災害時に被災地において、地方公共団体、消防等の関係機関との調整
、情報共有が適切に行えるとともに、経時的に変化する被災地の状況
に柔軟に対処し、ＤＭＡＴに対する適切な指示が行えると見込まれる者

統括ＤＭＡＴとは

■熊本ＤＭＡＴを、平成２０年から整備開始。
→ 現在、県内に３３チームを整備済。
→ 全二次医療圏域の災害拠点病院に設置済。

※ＤＭＡＴとは･･･災害の発生直後の急性期（48H）に活動
を開始できる機動性を持った、専門的な研修・訓練を受けた
自己完結型の災害派遣医療チームをいう。

※県は、以下の出動基準に基づき、熊本ＤＭＡＴの派遣が
必要と認められるときは、派遣を要請する。

ＤＭＡＴ出動基準

＜県要綱基準＞
①県内で、災害により２０名以上の重症・中等症の
傷病者の発生が予想される場合
②国又は他の都道府県から熊本ＤＭＡＴへの派遣
要請があった場合
③その他、熊本ＤＭＡＴが出動し対応することが
災害時の救命救急に効果的であると、特に認め
られる場合

＜国要領基準＞
①震度６弱以上の地震又は死者が２名以上５０人
未満若しくは傷病者数が２０人以上見込まれる災害
→管内ＤＭＡＴ
②震度６強の地震又は死者数が５０人以上１００人
未満が見込まれる災害
→管内ＤＭＡＴ、被災県の隣接県、九州・沖縄
ブロック各県
③震度７の地震又は死者数が１００人以上見込まれ
る災害
→②に加え、隣接ブロック（中国、四国）県に要請
④東海地震、東南海・南海地震、首都直下型地震
→全都道府県

4
熊本県

５ 県庁関係各課の役割分担について

担当課 主な分掌事務

危機管理防災課
（知事公室）TEL：096-333-2112（直通）

消防保安課
（総務部） TEL：096-333-2116（直通）

・災害対策本部会議に関する事項

・関係各課及び各省庁関係機関との連絡調整

・災害対策経費のとりまとめ

・自衛隊等の派遣要請に関する事項

・ヘリコプター運用調整に関する事項

・災害応急措置の業務命令に関する事項 他

健康福祉政策課
（健康福祉部） TEL：096-333-2192（直通）

・健康福祉政策課の分掌事務に係る災害予防及び災害応急

対策に関する事項

・災害救助法に基づく諸対策に関する事項

・日本赤十字社熊本県支部との連絡に関する事項

・義援金品、見舞品等の受付配分及び輸送並びに見舞品等

の保管に関する事項

・救助状況の報告に関する事項

健康危機管理課
（健康福祉部） TEL：096-333-2239（直通）

・防疫に関する事項

・食品衛生に関する事項

医療政策課
（健康福祉部） TEL：096-333-2246（直通）

・災害時の応急医療に関する事項

・医療関係者の動員及び指示に関する事項

薬務衛生課
（健康福祉部） TEL：096-333-2245（直通）

・医薬品、衛生材料の調達並びに供給に関する事項

・広域火葬の実施に関する事項

障がい者支援課

（健康福祉部） TEL：096-333-2250（直通）

・障がい者に関する災害予防及び災害応急対策に関する事
項

5
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災害医療圏と災害拠点病院・DMATの現況

◎：基幹災害拠点病院
①～⑬：地域災害拠点病院
★：ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム　Disaster Medical Assistance Team）

災害拠点病院

平成29年3月31日現在

荒尾市

玉名市

南関町

長洲町

和
水
町

菊池市

大津町

菊陽町

合志市

南小国町

小国町

産山村

高森町

西原村

御船町

益城町

甲佐町

山都町

宇城市

宇土市

八代市

芦北町

津奈木町

水俣市 人吉市
錦町

あさぎり町

多良木町

湯前町

水上村

相良村

五木村

山江村

球磨村

天草市

上天草市

苓北町

山鹿市

阿蘇市

南阿蘇村

美里町

氷
川
町

玉
東
町

熊本
災害医療圏

宇城
災害医療圏

有明

災害医療圏

菊池
災害医療圏

阿蘇

災害医療圏

上益城
災害医療圏

八代

災害医療圏

人吉・球磨

災害医療圏

鹿本
災害医療圏

水俣・芦北

災害医療圏

嘉島町

天草

災害医療圏

2

1

3 4

8

7

12

5

9

1110

13

6

災害拠点病院
◎熊本赤十字病院
①公立玉名中央病院

②山鹿市民医療ｾﾝﾀｰ
③川口病院

④阿蘇医療センター
⑤矢部広域病院

⑥済生会熊本病院
⑦国立病院機構

熊本医療センター
⑧宇城総合病院

⑨熊本労災病院
⑩国保水俣市立

総合医療センター
⑪人吉医療センター

⑫上天草総合病院
⑬天草中央総合病院

熊本市

災害医療圏と災害拠点病院・DMATの現況

熊本県庁配置図（県災害対策本部位置図）

東
バ
イ
パ
ス

行政棟（新館）

警察棟

行政棟（本館）

北側駐車場

至
熊
本

至
阿
蘇

①正門
常時開放

時間外出入口
（地下１階）

熊本テルサ
災害対策本部
設置時に
外来駐車場
を開放

②東門

③北門

至自衛隊

県庁通り

県庁入口の開放時間

１ 門

①正門 24時間365日

②東門

平日6:20～20:00

③北門

平日6:20～22:00

２ 行政棟

④新館1階玄関

平日7:30～19:15

⑤新館地下時間外出入口

24時間365日

災害対策本部
（10階防災センター内）

至熊本

車は北側
駐車場へ

★時間内

平日（月～金）

8:30～17:15

議会棟

④ ⑤
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参考資料 地域災害医療コーディネーターの養成 

 

 

1 災害医療コーディネーターの種類について

県災害医療

コーディネーター

地域災害医療

コーディネーター

急性期

■発災直後の超急性期から移行期まで県庁に出務し、県全体の
災害医療体制の統括・調整に関し活動

急性期以降

■ＤＭＡＴ撤収後医師会等の医療チームが活動する急性期以降
において県庁に出務し、県全体の災害医療体制の統括・調整
に関し活動

急性期

■発災直後の超急性期から移行期まで保健所等に出務し、当該
保健所管轄区域内の医療救護活動の統括・調整に関し活動

急性期以降

■ＤＭＡＴ撤収後医師会等の医療チームが活動する急性期以降
において保健所等に参集し、当該保健所管轄区域内の医療救
護活動の統括・調整に関し活動

情報共有
支援要請・応諾

2-1 地域災害医療コーディネーターについて

■災害時に保健所等に参集し、保健所長（医療救護対策室長）のもとで、次の医療救護活動

を統括・調整

◇被災地の医療ニーズの把握及び分析

◇派遣された医療チームや自主的に参集した医療チームの保健所管轄区域内での効果的な

配置・調整

◇保健所管轄区域内での傷病者の受入医療機関の調整

◇その他知事が必要と認める事項

■被災地の地域災害医療コーディネーターの応援、代行

※ 県が必要に応じて、県災害医療コーディネーターの助言に基づき、被災地外の地域災害

医療コーディネーターへ派遣を要請する。

■県災害医療コーディネーターとの情報共有、支援要請・応諾

■各保健所管轄区域での具体的な災害医療対策に対する助言や、地域で開催される災害医療

研修・訓練等への助言

役割
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2-1 地域災害医療コーディネーターについて

【具体例：急性期】

◇傷病者数や医療施設の被災状況の把握（地域振興局・市町村、関係機関リエゾン、現地

調査等複数のルートから）

◇傷病者数等の被害状況から必要な医療資源（医療チーム、医薬品等）を把握し、県災害

医療コーディネーター（医療救護対策室）に手配を要請

◇傷病者や入院患者の搬送に関し、消防機関との調整

【具体例：急性期以降】

◇派遣調整本部から割り当てられた医療チームの保健所管轄区域内での配分・調整

◇定期的なミーティング（地域災害医療対策会議）により活動方針の決定

◇郡市医師会等と協議のうえ、地域医療機関への引継ぎと活動終了時期（医療チーム撤退

時期）の判断

具体的な職務

2-2 地域災害医療コーディネーターについて

災害医療や地域の実情に精通し、地域医師会等関係機関において

円滑な連携が期待できる医師で、①または②を満たす者

①統括ＤＭＡＴ登録者、ＤＭＡＴ医師

②その他、地域災害医療コーディネーターとして適当と認めら

れた者

※郡市医師会や災害拠点病院等地域の中核的な病院等の医師

を想定

※災害時に保健所等に参集が可能で、実務が遂行できる者

要件（資格等）
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2-3 地域災害医療コーディネーターについて

■大規模な災害が発生した場合などは、災害医療コーディネーターの活動期間が長期にわた

ることも想定されるため、地域災害医療コーディネーターの負担軽減の観点から、複数人

（２名以上）の選任が望ましい。

■災害拠点病院の医師（統括ＤＭＡＴ登録者またはＤＭＡＴ医師）、郡市医師会の医師を各

保健所から２名程度（熊本市は５名程度）を推薦し、地域災害医療コーディネーターとし

て選任予定。

選任数について

県災害医療コーディネーターとの兼務、具体的な配置方法

■県災害医療コーディネーターは、原則、自らが所属する医療機関の所在する保健所管轄区

域の地域災害医療コーディネーターを兼務しないこととする。

2-4 地域災害医療コーディネーターについて

地域災害医療ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの選任・費用負担等

■県（熊本市）と地域災害医療コーディネーター

（就任予定者）の所属する医療機関・関係機関

とが、災害医療コーディネーター派遣に関する

協定を締結する。

■災害時における県（熊本市）の要請に基づく

災害医療コーディネーターの活動に対しては、

県災害救助法施行細則に定める日当及び旅費を

支給する。

■災害時における県（熊本市）の要請に基づく

地域災害医療コーディネーターの活動中の事故

に備え、県（熊本市※）が地域災害医療コー

ディネーターを対象とした傷害保険に加入し、

保険料を負担する。

※熊本市は、傷害保険加入について検討中。

選 任

費用負担

熊本県
(熊本市)

医療機関
関係機関

地域災害医療
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ
(就任予定者)

協定締結

災害医療ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 選任イメージ

災害医療ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 災害時のイメージ

熊本県
(熊本市)

地方災害
対策本部
(熊本市医療

救護調整本部)

医療機関
関係機関

地域災害医療
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

保健所への
派遣要請

保健所への
登庁指示

保健所へ
参集

派遣費用
の支弁
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2-5 県、地域災害医療コーディネーターについて

事　項

活動場所

県災害医療コーディネーター 地域災害医療コーディネーター

■災害時に県庁に参集し、県健康福祉部が行う次の業務に関す
　る医学的な指導・調整
　◇県全体の医療救護活動の実施
　◇各二次医療圏からの医療情報の集約（一元化）
　◇災害の規模に応じた県内他地域及び他都道府県の医療チー
　　ムの効果的な配分
　◇傷病者等の県内全域での受入先医療機関の確保
■地域災害医療コーディネーターとの連絡・調整
■県の災害医療対策に対する助言や、県が主催する災害医療研
　修・訓練等の企画・運営に対する助言

■災害時に各地域における次の医療救護活動を統括・調整
　◇被災地の医療ニーズの把握及び分析
　◇派遣された医療チームや自主的に参集した医療チームの保
　　健所管轄区域内での効果的な配置・調整
　◇保健所管轄区域内での傷病者の受入医療機関の調整
　◇その他知事が必要と認める事項
■被災地の地域災害医療コーディネーターの応援、代行
■県災害医療コーディネーターとの情報共有、支援要請・応諾
■各保健所管轄区域での具体的な災害医療対策に対する助言
や、地域で開催される災害医療研修・訓練等への助言

役　割

活動時期

災害医療や県内全域の実情に精通した経験豊富な医師
災害医療や地域の実情に精通し、地域医師会等関係機関におい
て円滑な連携が期待される医師

一般的要件

■急性期
ＤＭＡＴから医療チームへの引
継ぎが完了するまで

■急性期
ＤＭＡＴから医療チームへの引
継ぎが完了するまで

■急性期以降
医療チーム撤収まで（期間は災
害の規模により異なる）

■急性期以降
医療チーム撤収まで（期間は災
害の規模により異なる)

■統括ＤＭＡＴ登録者を対象に県災害医療コーディネーターの
選任を実施する
■15名（平成29年7月1日現在）→　20名（平成31年度末）

■新規で25名程度（2名×11保健所管轄区域）を選任する
  ※熊本市保健所は5名程度

■統括ＤＭＡＴ登録者、ＤＭＡＴ医師

■統括ＤＭＡＴ登録者 ■その他、地域災害医療コーディネーターとして適当と認めら
れた者（郡市医師会、災害拠点病院等地域の中核的な病院の医
師など）

具体的要件

選 任 数

県　　庁 原則として保健所

3 地域災害医療コーディネートチームについて

■ 地域災害医療サポートチームへの名称変更

平成２７年３月に各保健所単位（熊本市を除く）に設置した地域災害医療コーディネート

チームについて、地域災害医療コーディネーターを選定後、役割区分を明確にするため、

地域災害医療サポートチームへ名称を変更する。

名称の変更
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 ＜マニュアル 11＞ 災害薬事コーディネーター                                 

１ 災害薬事コーディネーター（医療救護対策室担当）の活動 

（１）初動 

ア 医療救護対策室が設置されたときは、直ちに参集するよう努めます。参集が困難な

場合は、使用可能な情報伝達手段を用いて県災害医療コーディネーターまたは他の災

害薬事コーディネーター（医療救護対策室担当）と連絡を取り、活動の進め方等につ

いて打合せます。   

イ 熊本県薬剤師会と連携して、県内の医療機関（主に薬剤部門）、薬局等の被災状況

に関する情報を収集します。また、災害薬事コーディネーター（医療救護現地対策室

担当）と、各担当区域内の被災状況、全国の状況等に関する情報を共有します。 

（２）支援策立案及び支援要請 

ア 現地対策室及び災害拠点病院からの医薬品等供給要請、災害薬事コーディネーター

（医療救護現地対策室担当）及び熊本県薬剤師会からの情報、医療救護対策室が収集

した県内及び全国の情報をもとに、県災害医療コーディネーターの総合的な指示のも

と、医薬品の供給及び薬剤師活動に関する全県的な支援策を立案します。 

イ 医療救護対策室は、災害薬事コーディネーター（医療救護対策室担当）が立案した

支援策を、現地対策室の災害薬事コーディネーター（医療救護現地対策室担当）及び

熊本県薬剤師会に速やかに報告します。 

ウ 医療救護対策室は、災害薬事コーディネーター（医療救護対策室担当）の立案した

支援策に基づき、薬剤師班の派遣を熊本県薬剤師会に、医薬品等の供給を、協定を締

結する医薬品等卸業団体、国または他の都道府県に要請します。 

（３）被災地域の状況の変化に応じた支援活動 

ア 熊本県薬剤師会からの薬剤師班の派遣が決まった場合は、医療ニーズとのマッチン

グを行ったうえで、現地対策室等と支援を受け入れるための調整を行います。 

イ 医療救護対策室が医薬品集積所を設置する場合は、その設置及び運営に必要な調

整を行います。 

ウ 県災害医療コーディネーター、災害薬事コーディネーター（医療救護現地対策室担

当）、熊本県薬剤師会等と、県内の医薬品等の供給及び薬剤師活動に関する最新の情

報を共有し、状況の変化に応じて、支援策の見直しについて関係者と協議し、実施し

ます。 
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エ 医薬品等の供給または薬剤師活動に関する課題が生じ現地対策室ごとの対応では

解決が困難な場合は、県災害医療コーディネーターの総合的な指示のもと、関係者と

の調整を行います。 

 

２ 災害薬事コーディネーター（医療救護現地対策室担当）の活動 

（１）初動 

  ア 現地対策室が設置されたときは、直ちに参集するよう努めます。参集が困難な場

合は、使用可能な情報伝達手段を用いて地域災害医療コーディネーターまたは他の

災害薬事コーディネーター（医療救護現地対策室担当）と連絡を取り、活動の進め

方等について打合せます。 

イ 熊本県薬剤師会支部と連携して、担当区域内の医療機関（主に薬剤部門）、薬局

等の被災状況に関する情報を収集します。また、災害薬事コーディネーター（医療

救護対策室担当）と、支部管内及び県内の被災状況や全国の状況等に関する情報を

共有します。 

（２）支援策立案及び支援要請 

ア 現地対策室が収集した担当区域内の情報をもとに、地域災害医療コーディネータ

ーの総合的な指示のもと、医薬品の供給及び薬剤師活動に関する支援策を立案しま

す。現地対策室管内の体制だけでは支援策を実施することが困難な場合は、現地対

策室から医療救護対策室に支援を要請します。 

イ 現地対策室は、災害薬事コーディネーター（医療救護現地対策室担当）が立案し

た薬事に関する支援策を、医療救護対策室の災害薬事コーディネーター（医療救護

対策室担当）及び熊本県薬剤師会支部等の関係機関に速やかに報告します。 

（３）被災地域の状況の変化に応じた支援活動 

ア 医療救護対策室から薬剤師派遣等について応諾の連絡を受けたときは、医療ニー

ズとのマッチングを行ったうえで、支援を受け入れるための調整を行います。また、

調整結果を、災害薬事コーディネーター（医療救護対策室担当）、県薬剤師会支部

等に周知します。 

イ 現地対策室が二次医薬品集積所を設置する場合は、その設置及び運営に必要な調

整を行います。 

ウ 地域災害医療コーディネーター、災害薬事コーディネーター（医療救護現地対策

室担当）、熊本県薬剤師会支部等と担当区域内の医薬品等の供給及び薬剤師活動に

関する最新の情報を共有し、状況の変化に応じて、支援策の見直しについて関係者

と協議し、実施します。 
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エ 担当区域管内で医薬品の供給または薬剤師活動に関する課題が生じた場合は、こ

れを解決するために、関係者との調整を行います。 
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 ＜マニュアル 12＞ 災害時小児周産期リエゾン        

１ 災害時小児周産期リエゾンの活動 

（１）初動 

  ア 医療救護対策室が設置され、かつ、県が県災害医療コーディネーターとの協議を

踏まえ、必要と判断し、要請がなされた場合には、直ちに参集するよう努めます。

参集が困難な場合は、使用可能な情報伝達手段を用いて医療救護対策室と連絡をと

り、今後の活動について調整します。 

  イ 被災県の災害時小児周産期リエゾン等から、本県に対し、本県への搬送受入れや

診療に係る医療従事者の支援等の求めがあり、県が県災害医療コーディネーターと

の協議を踏まえ、必要と判断し、要請がなされたた場合には、直ちに参集するよう

努めます。 

  ウ 医療救護対策室に参集後は、県災害医療コーディネーター等の関係者と連携して

被災状況及び医療資源の情報等を収集します。 

（２）主な業務内容 

ア 県が行う災害時小児・周産期医療対策に対する医療の専門的見地からの助言を行 

います。 

イ 被災地等における小児・周産期医療ニーズの情報収集と発信を行います。 

  ウ 災害急性期における母体・新生児等の受入医療機関や搬送の調整を行います。 

  エ 被災地等への医師派遣の調整を行います。 

  オ 被災地等への支援物資の調整を行います。 

  カ 避難所における妊婦、乳幼児への情報提供や避難所の評価を行います。 

キ その他知事が必要と認めた事項を行います。 
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参考資料 熊本県災害時小児周産期リエゾン手引書 

熊本県災害時小児周産期リエゾン
手 引 書

平成３０年１月
熊本県健康福祉部健康局医療政策課

＜目次＞

１ 熊本県災害医療提供体制の全体像 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １

２ 熊本県災害時小児周産期リエゾンとは ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２

３ 熊本県災害時小児周産期リエゾンの業務の流れについて ・・・・・・ ３

４ 熊本県災害時小児周産期リエゾンの参集基準について ・・・・・・・・ ４

５ 県から災害時小児周産期リエゾンへの参集要請フローチャート ・・ ５

６ 県庁関係各課の役割分担について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６

７ 災害時の小児 ・ 周産期医療情報体制 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７

８ 熊本県周産期ホットライン事業について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８

９～１４ 各種連絡先一覧 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９

※熊本県庁配置図（県災害対策本部位置図）

※参考資料

取扱注意

熊本県
 

 

熊本県災害時小児周産期リエゾンとは

◆ 熊本県内外で大規模災害（※）が発生した場合に、県の
要請に応じて県庁内の県災害対策本部等に出務し、県災害医
療コーディネーター等と連携し、小児・周産期医療に特化した
た調整役として、下記の業務を行う医師のこと。

（※）大規模災害とは、県の災害対策本部（知事が本部長）が
設置される規模の災害のこと

→県は、県内で震度６弱以上の地震を観測した場合、
又は、県下で相当規模以上の災害が発生し、あるいは、
発生する恐れのある場合、災害対策本部を設置し、非常
配備体制を敷くこととしている。

①県が行う災害時小児・周産期医療対策に対する医療の

専門的見地からの助言

② 被災地等における小児・周産期医療ニーズの情報収集と

発信

③ 災害急性期における母体・新生児等の受入医療機関や

搬送の調整

④ 被災地等への医師派遣の調整

⑤ 被災地等への支援物資の調整

⑥ 避難所における妊婦、乳幼児への情報提供及び評価

⑦ その他県知事が必要と認めた事項

業務内容

定義

２ 熊本県災害時小児周産期リエゾンとは

○避難所の対応（市
町村等）

○こころのケア対策
（市町村等）

★人的支援検討・開始

★被災地自立支援（直接
搬送体制の構築）

亜 急 性
期 （ １ 週
間 目 ～
１か月）

○ 救 命 、 救 急 医 療
（ＤＭＡＴ、自衛隊、日
赤熊本支部、消防機
関、災害拠点病院等
医療機関等）

○医療救護班等の
派遣ニーズ収集（県、
保健所、市町村等）

・災害急性期における傷
病者の受入医療機関の調
整

・被災地等への医療救護
班等の派遣調整（市町村、
被災地災害拠点病院等と
の連携）

○災害対策本部設
置（県）

○被害状況等の情
報収集（県、保健所、
被災市町村、県医師
会、災害拠点病院、
消防、警察等）

県からの要請を受け、県
災害対策本部（医療救護
対策室）へ出務

★連携体制確立

★被災地情報収集・共有、
指示系統の一元化

★患者・物資搬送

★各県の搬送窓口一元化

★避難所対策

超急性期

（48時間）

急性期

（2日～

１週間目）

その他の機関の動き業務内容

各フェーズでのリエゾンの課題

フェーズ
２

(72H～
1,2週
間）

2  
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大規模災害発生

■危機管理部局等から本部設置の連絡①
（危機管理部局→医療政策課）
■本部内に医療救護対策室設置（健康福祉
部長が室長）

■県災害医療コーディネーターとの協議を
踏まえ、必要時、災害時小児周産期リエ
ゾンへ参集要請 ②
（医療政策課 → リエゾン）

■災害対策本部医療救護室内で、被災市町
村、保健所、医師会等関係団体等から医療
機関等の被災状況の情報収集、分析等

（電話、メール、ＦＡＸ等活用）④

県庁 県災害時小児周産期リエゾン

■県庁（県災害対策本部※）へ参集③

※県庁新館１０階

■被災地等における医療ニーズの把握

、分析（随時）④

■災害状況に応じた適切な小児周産期

医療体制が構築されるよう助言等⑤

１．県が行う災害時小児・周産期医療対策に対する医療の専門的見地からの助言

２．被災地等における小児・周産期医療ニーズの情報収集と発信

３．災害急性期における母体・新生児等の受入医療機関や搬送の調整

４．被災地等への医師派遣の調整

５．被災地等への支援物資の調整

６．避難所における妊婦、乳幼児への情報提供及び評価

７．その他県知事が必要と認めた事項

⑤ 災害状況に応じた適切な小児周産期医療体制が構築されるよう助言

④ 情報収集・分析等

② 県からの参集要請

③ 県庁への参集

県災害時小児周産期リエゾンの業務内容 ⑥

３ 熊本県災害時小児周産期リエゾンの業務の流れについて

3

① 災害対策本部の設置

⑥ 搬送・派遣調整等

 

   

４ 熊本県災害時小児周産期リエゾンの参集基準について

（１）本県が被災した場合
県医療救護対策室長（県健康福祉部長）は、県災害対策本部が設置され、

かつ、災害医療コーディネーターとの協議を踏まえ、必要と判断した場合に
参集要請を行う。

（２）他県が被災し、支援等の求めがあった場合
県医療救護対策室長（県健康福祉部長）は、被災県のリエゾン等を介して、

搬送受入れや診療に係る医療従事者の支援等の求めがあった場合には、
災害医療コーディネーターとの協議を踏まえ、必要と判断した場合に参集要請
を行う。

【参考】 熊本県災害対策本部 設置基準（熊本県防災計画）

・ 県内で震度６弱以上の地震が発生した場合（自動設置）

・ 県内で大津波警報が発表された場合（自動設置）

・ 県内に特別警報（ただし、地震動に関する特別警報を除く。）が発表された場合（自動設置）

・ 災害が発生し、又は災害の発生が予想され、その規模及び範囲からして本部を設

置し、応急対策を必要とするとき。

・ 前記のほか、激甚災害で、特に応急対策を実施する必要があるとき

4
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県
（医
療
政
策
課
）

県災害時小児周産期リエゾン

５ 県から災害時小児周産期リエゾンへの参集要請フローチャート

一
斉
メ
ー
ル

病
院

（固
定
電
話
）

個
人

（携
帯
電
話
）

要請

繋がらない場合
のみ

・一旦、県災害時小児周産期リエゾン全員に
県が参集要請予定であることを通達。

・その後、参集可能なリエゾン（１名）へ連絡。

参集要請の原則

１ ２

●県（医療政策課）から
直接、県災害時小児周産期
リエゾンに対し、電話及び
メールにより参集要請を行う。

●個人携帯電話への連絡に
ついては、病院への連絡が
繋がらない場合のみ使用する。

参集要請の原則

参集要請について

5
 

 

６ 県庁関係各課の役割分担について

部局 課 電話（直通） 主な分掌事務

知事公室 危機管理防災課 096-333-2112 ・災害対策本部会議に関する事項

・各部課（諸）及び各省庁関係機関との連絡調整に関する事項

・災害対策経費のとりまとめに関する事項

・自衛隊等の派遣要請に関する事項

・災害応急措置の業務命令に関する事項 他

総務部 消防保安課 096-333-2116 ・県内消防本部との連絡調整に関する事項

・消防活動における県内応援及び緊急消防援助隊の派遣に関する事項

・防災消防ヘリの運用及び他県からのヘリ応援に関する事項 他

健康福祉
部

健康福祉政策課 096-33-2192 ・災害救助法に基づく諸対策に関する事項

・日本赤十字社熊本県支部との連絡に関する事項

・義援金品、見舞品の受付配分及び輸送並びに見舞品等の保管に関する事項

・救助状況の報告に関する事項

健康危機管理課 096-333-2239 ・防疫に関する事項

・食品衛生に関する事項 他

医療政策課 096-333-2246 ・災害時の応急医療に関する事項

・医療関係者の動員及び指示に関する事項

障がい者支援課 096-333-2250 ・障がい者（児）に関する災害予防及び災害応急対策に関する事項

薬務衛生課 096-333-2245 ・医薬品、衛生材料の調達並びに供給に関する事項

・広域火葬の実施に関する事項

子ども未来課 096-333-2227 ・関する災害予防及び災害応急対応に関する事項 他

6  
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７ 災害時の小児・周産期医療情報体制

熊本県、県災害医療コーディネーター

熊本県

小児ネットワーク
（小児在宅含む）

産科ネットワーク新生児ネットワーク

熊本県災害時小児周産期リエゾン

熊
本
大
学
小
児
科

地
域
の
小
児
科
診
療
所

・
一
般
小
児
科

周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー

地
域
新
生
児
中
核
病
院

日
本
産
科
婦
人
科
学
会
、

日
本
産
婦
人
科
医
会

地
域
産
科
中
核
病
院

地
域
の
中
核
病
院

参集要請 情報共有・協議

情報提供
支援要請

日
本
小
児
科
学
会
・地
方
会
、

日
本
小
児
科
医
会

日
本
新
生
児
成
育
医
学
会
、

新
生
児
医
療
連
絡
会

地
域
の
産
科
医
療
施
設
、

助
産
院

地
域
の
産
科
医
療
施
設
、

助
産
院

周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
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 ＜マニュアル 13＞ 医薬品等及び輸血用血液製剤の供給      

 市町村からの協力要請等による広域支援として県が行う医薬品等の供給に関して、次のと

おり定めます。 

１ 医薬品等（医薬品、医療機器及び歯科用品等）の供給 

（１）医薬品等の調達、供給 

 ア 医療救護対策室は、発災直後から、県下の医薬品等卸業団体からの医薬品等の調達

の可否等に関する情報を収集します。これにより、医薬品等卸業事業者による調達が可

能と判断する場合は、協定に基づき、各医薬品等卸業団体に医薬品等の供給を要請しま

す。 

この場合でも、急を要する要請に対しては、県が備蓄する医薬品等を供給することも

あります。 

イ 医療救護対策室は、県下の医薬品等卸業団体からの医薬品等の調達が不可能と判断す

る場合は、医療救護班等の要請に応じて県が備蓄する医薬品等を供給します〔医薬品等

供給要請書兼応諾連絡書（様式 14-1）〕。 

更に、国や他の都道府県等に医薬品等の供給を要請します。 

 

（２）医薬品等の供給体制 

ア 医療救護対策室は、被災地の救護所等において医薬品等の供給を行う場合は、協定に

基づき、熊本県薬剤師会に薬剤師班の派遣及び次の災害支援活動の実施を要請します。 

（ア）救護所に設置する臨時調剤所における調剤、服薬指導 

（イ）避難所における服薬指導、健康相談応需 

（ウ）救護所、県内に設置する医薬品等の集積所における医薬品等の仕分け、管理 

イ 医療救護対策室は、被災地域の主要な救護所を「医薬品等供給拠点」と定め、その救

護所で供給する医薬品等の他、その地域の他の救護所やその地域で活動する医療チーム

の医薬品等の需要を取りまとめ、協定を締結する医薬品等卸業団体、あるいは医薬品等

の集積所に一括して発注及び受領・供給を行います。 

ウ 医療救護対策室は、県内に医薬品等の集積所を設置する場合は、アの要請の他に、災

害時におけるマンパワーの確保に関する協定を締結する団体に、医薬品等の仕分け作業

従事等に従事する者の派遣を要請します。 
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エ 広域的な災害拠点病院等で災害医療に使用する医薬品等が不足する場合は、現地対策

室を通じて医療救護対策室に、あるいは医療救護対策室に直接、医薬品等の供給を要請

します。〔医薬品等供給要請書兼応諾連絡書（様式 14-1）〕。医療救護対策室は、様式

14-1 により応諾内容を要請元に連絡します。 

 

（３）市町村の対応等 

ア 市町村が行う医薬品等の備蓄 

市町村において医薬品等の備蓄を行う場合は、当該市町村において個々の医薬品等の

特性に応じた適切な保管・管理を行う必要があります。また、災害発生時に薬剤師等専

門家による適正な管理及び供給を行う体制を予め確保しておくことが望まれます。 

イ 県が行う医薬品等の供給に対する市町村の協力 

（ア）救護所や避難所を設置する市町村は、県が行う医薬品等供給拠点、臨時調剤所及び

医薬品等の集積所の設置・運営、及び救護所等における医薬品等の適切な保管管理に

協力するものとします。 

（イ）熊本地震の際に、避難所において供給元が不明確な無管理状態の医薬品等が散見さ

れたことから、避難所を設置する市町村は、医薬品等による危害発生の防止及び適正

使用の観点から、県が派遣する薬剤師班と協力して避難所における医薬品等の適切な

供給・保管管理に努めるものとします。 

 

（４）医療機関及び薬局における医薬品等の確保 

医療機関及び薬局は、発災直後に医薬品等の流通が一時期停止する可能性を念頭に、

各施設において発災後の概ね３日間に使用する量の医薬品等を確保しておくことが望ま

れます。 

 

２ 輸血用血液製剤の供給 

災害発生時における輸血用血液製剤の確保、受注及び搬送等に関する供給体制の確保は、

血液センターが定める規定に基づき行うものとします。 

医療救護対策室は、陸上交通遮断等により血液センターによる輸血用血液製剤の輸送が

困難な場合は、ヘリコプター（県防災消防ヘリコプター、自衛隊のヘリコプター）や船舶

による搬送体制を確保します。 
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■機関区分（区分の枠に番号を記入すること）
　①救護所　②救護病院　③災害拠点病院　④市町村本部　⑤県医療支部　⑥県医療本部　⑦その他医療機関

担当者 担当者 担当者 担当者

機関名 区分 機関名 区分 機関名 区分 機関名

担当者 担当者 担当者 担当者

受渡し場所 備考

薬効分類

(3桁）
規格 数量 ⑤

県医療支部

   月 　日 　時　 分

  月 　日 　時　 分

（応諾）　　供給医薬品等

④
市町村

備考
（同効薬等）

区分

   月 　日 　時　 分

医薬品等供給要請書 兼 応諾連絡書

   月 　日 　時　 分

  月 　日 　時　 分

   月 　日 　時　 分

  月 　日 　時　 分   月 　日 　時　 分

製品名 一般名

(要請）　　　　　　　　　　要請医薬品等

⑥
県医療本部

連絡

要請

連絡 連絡

要請 要請

様式 14-1 
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 ＜マニュアル 14＞ 給水、食料調達・供給           

１ 給水計画 

（１）実施体制 

ア 飲料水供給の実施は、被災市町村が行うものとする。市町村は、市町村災害対策本部

の中に給水対策部門を設けるとともに、被災者等へ飲料水、医療用水及び生活用水の供

給を実施することとする。 

 イ 県は、被災市町村から、災害により飲料水の供給実施が被災市町村において応急給水

できない旨の報告又は飲料水供給支援の要請があった場合には、県内水道事業者、関係

団体等に被災市町村への応援を要請し、飲料水の緊急確保を図るものとする。 

 

（２）給水方法 

 ア 水道水の運搬給水 

応急給水を行う者は、隣接水道から給水車等（加圧ポンプ付給水車、車載式給水車）

を用いて運搬し、残留塩素濃度を確認するなど水質維持に十分注意し給水を実施するも

のとする。この場合の給水量は１人１日当たり最小３リットルを目標とするが、被災状

況や復旧状況等に応じて適宜増加する。 

イ 浄水セットによる給水  

水道施設のない場所で飲料水生産・給水支援を行う場合は、別節「自衛隊派遣要請計

画」により自衛隊に依頼して、湖沼水、河川水等をろ過し、必要に応じて残留塩素濃度

を確認のうえ給水を行うものとする。 

ウ 運搬給水の留意事項  

運搬給水にあたっては、救急病院や透析患者を収容した病院などへの医療用水、救護

所等への給水を最優先で行うこととする。 

（３）大規模災害時等における医療機関への給水 

   大規模災害時等において上記（１）及び（２）による対応ができない場合、医療機関

は、以下のとおり要請を行う。 
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 ※②、③の要請フローについては「水道施設の災害等緊急時における応急対策要領」に基づき、
被災市町村（水道事業体）から県に対して支援依頼書の提出後の流れである。 

 

２ 食料調達・供給計画 

（１）実施機関 

被災者及び災害応急従事者等に対する食料の供給は、市町村が実施するものとする。市

町村のみでは実施が不可能な場合は、近隣市町村、県、国、その他関係機関に応援を要請

するものとする。 

県は、市町村から応援要請があった場合又は市町村のみでの実施が困難と認める場合は、

被災者に対する食料の供給を行うものとする。 

 

（２）食料の調達実施機関 

ア 食料の確保 

県は、九州・山口９県災害時応援協定等に基づき他自治体から食料の確保に努めると

ともに、必要に応じて国に対しても食料の確保に関して応援を要請するものとする。 

  ① 原 則（通常） 

     

 

 

  ② 災害により上記①の対応ができない（又は、給水時期の見通しが立たない）場合 

    

 

 

 

 

ただし、避難所等は、原則、所在市町村の防災担当課経由で要請。 

   

  ③ 復旧後の支援（広域支援体制） 

    災害の復旧後、給水が不安定時には広域的な支援を行う。 

 

    

 

ただし、避難所等は、原則、所在市町村の防災担当課経由で要請。 

緊急性、給水量 
等で判断 

医療機関 医療政策課 

環境保全課 関係機関 

県災対本部 自衛隊 

医療機関 医療政策課 環境保全課 関係機関 

医療機関等(各保健福祉施設、避難所等含む) 所在市町村の水道担当課 

(A) 

(B) 

(A)で対応できない場合は、(B)の対応とする。 
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また、県は、あらかじめ締結している災害時の食料の調達に関する協定に基づき、食

品製造業者及び小売業者等から次に掲げる食料等の確保を行うものとする。 

ビスケット・クッキー、即席麺、 粉ミルク、飲料水（ペットボトル）、パンやおにぎ

り、缶詰やレトルト食品など長期保存が可能な食品、高齢者、乳幼児などに配慮した

食品、その他必要と認められる食料等 

イ 米穀の調達・供給 

（ア）応急調達 

調達に当たっては、農林水産省に照会し、調達可能数量を把握するとともに、農林

水産省を通じて、米穀販売事業者から調達するものとする。 

災害救助法が発動され、応急用穀物が必要な場合、農林水産省政策統括官に対し、

政府所有米穀の引き渡しに係る要請を行う。 

（イ） 応急供給 

県は、米穀販売事業者に被災地域への米穀の輸送を要請し、市町村に供給するもの

とするが、必要な場合は、別節「輸送計画」に基づき市町村に供給するものとする。 

（ウ）農畜産物（生産物）応急供給 

応急用食料としての農畜産物の調達及び供給については、大規模災害による不足の

事態に備え、関係団体等との連絡体制を整備するものとする。災害発生後においては、

迅速に農畜産物の需給動向、産地、処理施設、道路等輸送手段の被害状況を把握する

とともに、温度管理等特別な配慮が必要な食材については、輸送及び供給後の保管に

ついても適切な措置を講じた上で、必要に応じて関係団体に対して、農畜産物の調達

及び被災地域への供給を要請するものとする。 

 


